
 

 

 

平成３０年度 

山口県介護支援専門員                                 

実 務 研 修 受 講 試 験                                

 

受 験 案 内                    

 

試験日    平成３０年１０月１４日（日） 

 

 

受験申込み受付期間 

平成３０年６月１８日(月)から平成３０年７月１３日(金)まで 

   

 ※受験申込書及び添付書類が不備な場合は、受理せず返却しますので、

最初の提出は、余裕を持って行ってください。 

 

 ※受験票は、９月２０日（木）頃発送する予定です。試験日の１０日前

になっても届かない場合は、必ずお問い合わせください。 
 

 

 

山口県健康福祉部 長寿社会課 

 介 護 保 険 班 

ＴＥＬ（０８３）９３３－２７７４ 

ＦＡＸ（０８３）９２２－３０２２ 

〒753-8501 山口市滝町１－１（県庁５階） 

○試験会場は、駐車場がありませんので、公共交通機関を御利用ください。 

○受験の申込みをされる方は、この案内をよく読み、送付される前に、巻末の

「受験申込みチェックリスト」を参照してください。 

【問い合わせ先】 

この「受験案内」は、試験結果発表まで大切に保管してください。 
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受験申込みから実務研修修了までのスケジュール 

受 験 申 込 み 

平成３０年６月１８日（月）から平成３０年７月１３日（金）まで 

 （郵送の場合：当日消印有効） 

   ※受験申込書及び添付書類が不備な場合は、受理せず返却しますので、

最初の提出は、余裕を持って行ってください。 

↓ 

受験票の発送 

     平成３０年９月２０日（木）頃に発送する予定です。 

     試験日の１０日前になっても届かない場合は、山口県長寿社会課 介護保

険班（℡ ０８３－９３３－２７７４）まで、必ず、問い合わせてください。 

↓ 

試 験 の 実 施 

     日時 ： 平成３０年１０月１４日（日）午前１０時から 

       （試験会場は、受験票に記載します。） 

    ※試験会場及びその周辺商店等への自動車の乗り入れや無断駐車は厳

禁です。 

        ＪＲ・バス等の公共交通機関を利用してください。 

↓ 

合格発表（合否通知発送） 

   ●平成３０年１２月４日（火）午前９時に合格者の受験番号を掲示（県庁

１階掲示板及び山口県のホームページ） 

  ●受験者全員に文書で試験結果を通知（同日に発送） 

↓ 

実務研修実施 

（合計８７時間程度） 

 ●合格発表後、研修日程等について順次通知します。 

 ●指定された日に研修を受けていただくようになります。 

 ●介護支援専門員になるためには、実務研修の全課程を修了することが必

要です。 

↓ 

修了証明書の交付 

↓ 

介護支援専門員資格登録簿への登録・介護支援専門員証の交付 

        ※登録及び証の交付には、山口県への申請が必要 



受験地の確認シート 
 

 

 は い  

 いいえ 

 

 

 

 

 

 

 

試験日前日（平成３０年１０月１３日）の時点で、 

２～３ページの６受験資格の（１）に該当 

〈参考ページ〉 

 

 

           

           

           

           

           

２～３ページ 

１８ページ 

１９～２７ページ 

２８～３１ページ 

３２～３５ページ 

 ６（１）対象者  

（別紙１）相談援助業務従事者の範囲 

（別紙２）社会福祉士の資格に基づく業務の範囲 

（別紙３）介護福祉士の資格に基づく業務の範囲 

（別紙４）精神保健福祉士の資格に基づく業務の範囲 

 

  はい  いいえ  

 

 

 

 

 

受験申込の時点で、 

受験資格対象業務に従事 

 

 

                 

                 

 いいえ  

  はい                                  

                                 

 

 

 

勤務地は山口県内であ

る 

 

 

 

山口県内に住所を

有している 

 

 

 

  

    

 

 

   はい  

 

 

 

 

 いいえ  

       

いいえ 

 

 

 

 

 

  はい  

   

 

 

 

 

山口県で受験 

 

 

 

 

他都道府県で受験 

 

 

 

 

受験資格 

なし 

 

 

 

 

 

 注意) 他都道府県の受験申込み受付期間は、山口県と異なります。 
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１ 試験の目的 

 

介護支援専門員実務研修受講希望者に対して介護支援専門員の業務に関する演習等を主

体とする実務的な研修を行うに際し、事前に、介護保険制度、要介護認定及び居宅サービ

ス計画等に関する必要な専門知識等を有していることを確認するために行われるものです。 

 

 

２ 試験の日時 

 

平成３０年１０月１４日（日）   １０：００～１２：００（１２０分） 

 

 

３ 試験会場 

 

山口大学吉田キャンパス（山口市吉田１６７７－１）で行います。 

（会場案内図は裏表紙を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 試験の方法 

 

筆記試験の方法により行います。（６０問 ５肢複択方式） 

なお、視覚障害者で、受験に際しての配慮を希望された方には、点字問題を用意します。 

※ 手続きについては、６ページ７の(3)参照 

 

 

５ 試験の解答免除 

 

保有資格によって認められていた試験問題の解答免除の取り扱いは、平成２７年度実施

試験から廃止となりました。 

 

 

６ 受験資格 

 

平成２７年２月１２日から「介護支援専門員実務研修受講試験事業実施要綱」が改正さ

れ、受験資格等が変更となりました。 

改正後の受験資格は、保健・医療・福祉に係る法定資格保有者及び相談援助業務従事者

に限定されました。（※経過措置により平成２９年度までは、改正前の受験資格等で受験

ができました。） 

１ 指定された試験会場以外では受験できませんので、試験会場名を必ず受験票で確

認してください。 

２ 試験会場及びその周辺商店等への自動車の乗り入れや無断駐車は厳禁です。 

ＪＲ・バス等の公共交通機関を利用してください。 

３ 遅刻者の入室許可は、１０時３０分までです。それ以降の入室は認めませんので

御注意ください。また、１０時３０分以前の退室は認めません。 

（注） 
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改正前  改正後 

法定資格 法定資格 

相談援助業務 

 

相談援助業務 

福祉事務所（ケースワーカー）等 

介護業務 介護業務 

 

（１）改正後の対象者 

次表ⓐ及びⓑの期間が通算して５年以上であり、かつ、当該業務に従事した日数が９００日

以上である者。 

 

 受験資格該当職種及び期間 

ⓐ 

法定資格保有者 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、 

作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、 

言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、 

栄養士(管理栄養士)、精神保健福祉士 

が、その資格に基づき、当該資格に係る業務に従事（※）した期間 

                  

 

※法定資格の免許証等に記載された登録日以降、その資格に基づき、当該資格に係る 

業務に従事した期間が対象。 

 

※社会福祉士については、社会福祉士及び介護福祉士法第２条において定める社会福

祉士の業務「相談援助」と、同法第７条で定める社会福祉士試験を受験するために

必要な実務経験の対象業務「相談援助」とが同じであることが示されているため、

社会福祉士の登録日以降、別紙２（１９～２７ページ）の左欄の受験資格と認めら

れる施設（事業）種類において、右欄の職種として従事した期間。 

 

※介護福祉士については、社会福祉士及び介護福祉士法第２条において定める介護福

祉士の業務「介護等」と、同法第４０条で定める介護福祉士試験を受験するために

必要な実務経験の対象業務「介護等」とが同じであることが示されているため、介

護福祉士の登録日以降、別紙３（２８～３１ページ）の左欄の受験資格と認められ

る施設・事業において、右欄の職種で、主たる業務が介護等の業務に従事した期間。 

 

※精神保健福祉士については、精神保健福祉法第２条において定める精神保健福祉士

の業務「相談援助」と、同法第７条で定める精神保健福祉士試験を受験するために

必要な実務経験の対象業務「相談援助」とが同じであることが示されているため、

精神保健福祉士の登録日以降、別紙４（３２～３５ページ）の左欄の受験資格と認

められる施設・事業等において、右欄の職種等として従事した期間。 

   （注意）上記の表に列挙されたものであっても、援護者に対する対人の直接的な援助が、対 

      象者の本来業務として明確に位置付けられている必要があります。つまり、当該資格を 

      有していても、援護者に対する対人の直接的な援助ではない研究業務、教育業務、営業、 

      事務等を行っている期間は実務経験期間に含まれません。 

除外 
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ⓑ 

受験資格該当職種及び期間  

生活相談員 

生活相談員として、（地域密着型）介護老人福祉施設・（地域密

着型）特定施設入居者生活介護（介護予防を含む）において、要介

護者等の日常生活の自立に関する相談援助業務に従事した期間 

※別紙１（１８ペ

ージ）に定める相

談援助業務従事者

が当該業務に従事

した期間 

支援相談員 

支援相談員として、介護老人保健施設において、要介護者等の日

常生活の自立に関する相談援助業務に従事した期間 

相談支援専門員 

障害者総合支援法第５条18項及び児童福祉法第６条の２の２

第７項に規定する事業の従事者として従事した期間 

主任相談支援員 

生活困窮者自立支援法第２条第２項に規定する事業の従事者と

して従事した期間 

    

 

（２）山口県で受験できる者 

受験申込み時点（平成３０年６月１８日～７月１３日）において、 

①山口県内の事業所において、受験資格対象業務に従事している者。 

②当該業務に従事していない場合に限り、山口県内に住所を有する者。 

 

→「介護支援専門員実務研修受講試験Ｑ＆Ａ」(４５ページ)のＱ１を参照のこと。 

 

 

（３）実務経験 

ア 実務経験の確認方法 

実務経験の確認については、施設、事業所の長又は代表者が発行する実務経験（見込）証

明書（７の(２)のオ参照、様式別冊）により行います。 

  

 

 

 

 

イ 実務経験期間算定の基本的考え方 

期間算定の基本的考え方は以下のとおりとします。 

(ア) 必要実務経験期間は、試験日前日までに満たしていること。 

(イ) 実務経験期間の日数換算については、１日の勤務時間が短い者の場合についても、

１日勤務したものとみなすこと。 

 

ウ 実務経験証明書の提出免除の廃止について 

平成２９年度までは、過去に山口県において本試験を受験したことがある方は、実務経験

証明書の提出が免除されていましたが、受験資格等が変更となったため、平成３０年度から

実務経験証明書の提出は免除されません。受験者の方は全員、実務経験証明書の提出が必要

です。 

 

※ 施設・事業所等の廃業等により実務経験証明書の発行が困難な場合については、

その他の客観的証明書類で認められる場合がありますので、山口県長寿社会課へお

問い合わせください。 
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（４）受験対象者についての留意点 

以下の事項に該当する者については、試験に合格し、介護支援専門員実務研修を修了しても、

介護支援専門員資格登録簿への登録を受けることができません。 

 

【介護保険法第６９条の２より抜粋】 

ア 成年被後見人又は被保佐人 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる

までの者 

ウ この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの

の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなるまでの者 

エ 登録の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をし

た者 

オ 介護保険法（平成９年法律第123号。以下｢法｣という。）第69条の38第３項の規

定による禁止の処分を受け、その禁止の期間中に法第69条の６第１項第１号の規定

によりその登録が消除され、まだその期間が経過しない者 

カ 法第69条の39の規定による登録の消除の処分を受け、その処分の日から起算して

５年を経過しない者 

キ 法第69条の39の規定による登録の消除の処分に係る行政手続法(平成５年法律第

88号)第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしない

ことを決定する日までの間に登録の消除の申請をした者（登録の消除の申請につい

て相当の理由がある者を除く。）であって、当該登録が消除された日から起算して

５年を経過しない者 

 

 

７ 受験手続き 

 
（１）受付期間、受験申込書の提出先及び問い合わせ先 

平成３０年６月１８日（月）～平成３０年７月１３日（金）の期間中に、以下のア～ウによ

り下記住所あて原則として郵送（必ず簡易書留とすること）してください。 

 

ア 平成３０年７月１３日（金）の消印のあるものまで有効とします。 

 

イ 申請書類等は、封筒の表に「介護支援専門員受験申込み」と朱書きして、下記あてに必

ず簡易書留にて送付してください（郵便局窓口において郵送手続きをしてください）。 

 

ウ 事故防止のため、封筒には他の受験者の申込書を同封しないでください。 
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また、不明な点がある場合も、下記あてお問い合わせください。 

〒７５３－８５０１ 山口市滝町１－１ 

山口県健康福祉部 長寿社会課 介護保険班 

℡ ０８３－９３３－２７７４ 

       

なお、やむを得ず持参する場合は、上記期間の午前８時３０分から午後５時１５分までと

します（土・日曜日・祝日を除く）。 

 

 

（２）受験申込みに必要な書類等（７ページの表１を参考にしてください。） 

申込みに当たっては、以下のア～カの書類等を提出してください。 

なお、受験に関する書類を受理した後は、受験申込書や、試験手数料の返還はしません。 

 

ア 受験申込書（様式別冊） 

所定用紙を使用してください。 

記入に当たっては、１０～１２ページの「受験申込書記入上の注意事項」及び「平成

３０年度山口県介護支援専門員実務研修受講試験受験申込書記入例」を参考にしてくだ

さい。 

また、コード番号は、１６～１７ページのコード表により記入してください。 

イ 試験手数料 

試験手数料は、８，１００円です。この手数料は、「山口県収入証紙」を受験申込書の

所定の箇所に貼って納めてください。なお、この収入証紙には消印をしないでください。 

また、収入印紙、切手又は小切手による納付はできません。 

 

 

 

 

ウ 写真票（様式別冊） 

所定用紙を使用してください。写真（受験申込み前６か月以内に撮影した正面、上半身、

無帽、無背景の縦６㎝、横４㎝のもの）は、裏面に氏名を記入の上、所定の箇所に貼って

ください。また、氏名（ふりがな）及び撮影年月日の記入を忘れないでください。 

（１３ページの記入例参照） 

エ 受験票（ハガキ）（様式別冊） 

所定用紙を使用してください。 

表面には、郵便番号、住所、氏名を記入し、受験票送付用６２円切手を貼り、裏面には、

氏名（ふりがな）を記入してください。 

なお、試験会場は、受験票送付の際に山口県が指定します（裏面の該当の会場を○で囲

みます）ので、必ず確認してください。 

 

 

 

オ 実務経験（見込）証明書（様式別冊） 

所定用紙を使用してください。 

記入に当たっては、１４～１５ページの「実務経験（見込）証明書記入例」を参考にし

てください。 

※「山口県収入証紙」は、県税事務所、市役所、町役場、県庁職員会館（厚生棟２階）

において扱っています。 

※ 指定の試験会場以外では受験できません。 
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（ア） 受験申込書の「実務経験年数」欄に記載した全期間について証明権限を有する者の

証明を受けてください。 

（イ） 勤務先の変更等で勤務先が複数にわたる場合は、勤務先ごとの証明書を作成し、そ

れぞれに証明を受けてください。この場合、実務経験（見込）証明書は、コピーして

使用してください。 

※直近の勤務先で定める実務経験期間を満たす場合は、直近の勤務先のみでかまいま

せん。 

（ウ） 申込み時点で、見込みにより受験申込み（試験日の前日までに実務経験期間到達）

をしている場合は、平成３０年１０月３０日（火）まで（郵送の場合、必ず簡易書留

にて送付すること（当日の消印有効））に、改めて確定後の実務経験証明書を提出し

てください。 

※提出されなかった場合は、受験資格が満たされなかったものとして試験は無効とし

ます。 

（エ） 証明者と本人が同一の場合は、本人が発行した実務経験（見込）証明書に併せて、

開業許可書、認可書、届出書、業務委託契約書等の客観的に証明できる書類の写しを

提出してください。 

 

カ 実務経験（見込）証明書の添付書類 

法定資格保有者は、該当資格の免許証、登録証等の写し（Ａ４サイズでコピーし、裏書き 

がある場合は、裏面もコピー）を提出してください。（試験の合格通知の写しは不可） 

 

  

 

 

 

送付前には、☆受験申込みチェックリスト☆（５２ページ）で再度、確認のこと。 

 

 

（３）身体に障害のある方に対する受験上の対応 

身体に障害のある受験者で、受験に際して配慮が必要であると受験申込書に記載された方につ 

いては、障害の程度に応じて必要な対応（試験時間の延長、点字問題の用意、別室の設定等）を 

行います。 

当該受験者の方には、受験申込み後に「特別措置申請書」を現住所あて送付しますので、必要 

事項を記入し、必要書類を添えて、別途定める日までに提出していただきます。 

 

 

※ 結婚等により受験申込書と添付書類の氏名が異なっている場合は、必ず戸籍抄本

を添付してください。 
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（表１）受験申込み提出書類一覧表 

 
提出書類等  注 意 事 項 等  

ア 受験申込書 

 ･所定の用紙を使用すること。 

 ･記入上の注意事項（１０ページ）、記入例（１１～１２ペー

ジ）を参照して記入すること。 

イ 
試験手数料(8,100円) 
(山口県収入証紙) 

 ･受験申込書の所定の箇所に貼付（消印をしないこと）するこ 

と。 

ウ 写真票 

 ･所定の用紙を使用すること。（写真は６か月以内に撮影した

背景のないもので、サイズは縦６㎝×横４㎝） 

 ･記入例（１３ページ）を参照して記入すること。 

エ 受験票（ハガキ） 
 ･所定の用紙を使用し、６２円切手を貼付すること。 

 ･記入例（１３ページ）を参照して記入すること。 

オ 

実務経験(見込)証明書 

 

※これまで山口県で受験

されたことがある方も省

略できません。(全員提出) 

 

 ･所定の用紙を必要に応じコピーして使用すること。 

 ･見込みの場合は、平成30年10月30日（火）までに改めて提出

すること。 

 ･証明者と本人が同一の場合、別途客観的に証明できる書類等

を提出すること。（開業許可書、認可書、届出書、業務委託

契約書等） 

カ 

実務経験(見込)証明書

に必要な添付書類 

（免許証等の写し） 

･法定資格保有者は、該当資格の免許証、登録証等の写し（Ａ

４サイズでコピーし、裏書きがある場合は、裏面もコピー）

を提出してください。（試験の合格通知の写しは不可） 

･結婚等により受験申込書と添付書類の氏名が異なっている

場合は戸籍抄本（受験申込前６か月以内に発行されたもの）

を添付すること。 

･受験申込書の○印で囲んだすべての資格に係る免許証等の

写しを提出してください。 

･氏名変更等の手続き、再発行の手続き中の場合等は、手続き

中であることを証明する書類を添付してください。（※申請

書控えや振込票控えなど）なお、この場合は、取得後速やか

に免許証等の写しを提出してください。 

 

 
注）コピーする際は、必ずＡ４サイズ（受験申込書と同じサイズ）に統一してくだ

さい（Ｂ４サイズの免許証等は、Ａ４サイズに縮小のこと）。 

 

  

キ その他 

 ･身体障害等により、受験に際しての配慮を希望された方は、

受験申込み確認後に別途送付される｢特別措置申請書｣に必

要書類を添えて別途定める日までに提出すること。（６ペー

ジ７の(3)参照） 
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８ 合否通知 

 

平成３０年１２月４日(火)午前９時に合格者の受験番号を山口県庁本館棟１階インフォ

メーションプラザ内の掲示板に掲示するとともに、介護保険に関する山口県のホームペー

ジ「山口県介護保険情報総合ガイド」(「かいごへるぷやまぐち」で検索可能)

（http://www.kaigo.pref.yamaguchi.lg.jp/）に掲載します。 

また、受験者全員に文書で試験結果を通知します。 

 

 

９ 試験結果の開示 

 

この試験の結果については、山口県個人情報保護条例第19条の規定により、口頭による

開示の申出をすることができます。 

なお、電話等では口頭による開示はできませんので、受験者本人が直接開示場所へおい

でください。本人であることを確認できる書類を持参してください。 

 
 

開示請求できる者 開 示 内 容 開 示 期 間 開 示 場 所 

受験者 分野別得点 合格発表日から１か月間 

山口県 長寿社会課 

(山口県庁５階) 

℡ 083-933-2774 

 

 

１０ 受験申込み後の注意事項 

 

（１） 受験申込書及び添付書類が不備な場合は受理せず返却します。 

なお、この場合の再提出期限についても７月１３日（金）まで（当日の消印有効）

としますので、最初の申込書提出は、余裕を持って行ってください。 
 

（２） 受験資格がない場合は、受験資格がない旨の通知を同封し、提出された書類等す

べて（貼付された収入証紙、証明書等を含む）をそのまま返却します。 

 

 

 

（３） 受験票は、平成３０年９月２０日（木）頃に発送する予定です。 

 

 

 

（４） 受験票及び合否通知等はすべて現住所に郵送します。 

 

 

 

 

※ 受験資格については、事前によく確認の上、申込みされるようお願いします。 

※ 試験日の10日前までに届かない場合は、必ず、お問い合わせください。 

※ 記入が不正確ですと、郵便物が届かず、受験できなくなる場合がありますので注意

してください。 
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（５） 受験申込み後に、氏名、住所等記載事項に変更があった場合は、山口県長寿社会

課に変更の内容をお知らせください。 

 

 

 

（６） 受験申込み後に、勤務地又は現住所が山口県外に変更になった場合でも、山口県

で受験してください。 

 

 

１１ 受験上の留意事項 

 

（１） 受験者は、必ず受験票を持参し、午前９時から９時３０分（試験開始時刻の30分

前）までの間に自分の受験番号の表示してある試験室に入室してください。 

 試験室の入口には、当該試験室における受験者の受験番号が掲示されています。 

（２） 不正な方法によって受験しようとする、又は規定に違反する者等は、試験を停止

し、又は合格を無効とします。 

（３） 筆記用具は、ＨＢの鉛筆又はシャープペンシルを使用してください。 

（４） 携帯電話は電源を切ってください。時計代わりの使用は認めません。 

（５） 試験会場には、時計はありませんので、必要な方は持参してください。 

（６） 試験会場では、試験中の電話の取り次ぎは行いません。 

（７） 試験会場の建物内の下見はできません。また、試験会場へ問い合わせはしないで

ください。 

（８） 試験日は、各学部の正面玄関は施錠されています。当日の会場内の通行について

は、係員の指示に従ってください。 

（９） 試験会場及びその周辺商店等への自動車の乗り入れや無断駐車は厳禁です。 

ＪＲ・バス等の公共交通機関を利用してください。 

 

 

１２ 合格の取消 
 

合格通知後に、試験中の不正行為が判明した場合及び受験申込みに当たっても虚偽又は

不正の事実が判明した場合には、合格を取り消します。 

※ 変更内容のお知らせがないと、受験票及び合否通知等が届かない場合があります。 
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○ 受験申込書記入上の注意事項 

受験申込書の記入に当たっては、次の注意事項及び１１～１２ページの記入例を参照

の上、ボールペンを使用し、楷書で正確に記入してください。 

①実務経験証明書が確定している場合 → １１ページ 

②実務経験証明書が見込みの場合 → １２ページ 

１ 一般的事項 
(1) 太線枠内に記入してください。 
(2) ※印欄は、記入しないでください。 
(3) 氏名は、戸籍に記載されている文字を記入してください。 
(4) 氏名、住所等は楷書で記入してください。 

２ 個別事項 
(1) 「生年月日」欄 

年は、元号と西暦の両方を記入してください。 
なお、外国籍を有する者の生年月日は、西暦のみでかまいません。 

 
(2) 「資格コード」欄 

原則として、有している資格等の該当のコードをすべて○で囲んでください。 
○で囲んだ資格については、もれなく、免許証、登録証、資格証明書類等の写しを

提出してください。 
免許証等の裏面に記載がある場合は、必ず裏面の写しも提出してください。 

 
(3) 「実務経験証明書」欄 

該当する数字を○で囲んでください。 
申込み時点で、定める実務経験期間を満たしていれば、「１確定」、申込み時点で

は定める実務経験期間は満たしていないが、試験日の前日(平成３０年１０月１３日)
までに満たす予定であれば、「２見込み」としてください。 

 
(4) ｢実務経験年数」欄 

ア 勤務先の変更等で勤務先が複数にわたる場合は、全て記入してください。 
ただし、直近の勤務先で、定める実務経験期間を満たす場合は、直近の勤務先の

みでかまいません。 
イ 記入した勤務先全てについて、実務経験（見込）証明書を添付してください。 
ウ 業務従事日数は、記入した業務(見込)期間中の実従事日数を記入してください。 
エ 合計の月数は、１か月未満は切り捨てて換算してください。 

 
(5) 「身体障害等の有無」、「受験に際しての配慮の必要の有無」欄 

該当する数字を○で囲んでください。 
この両欄とも「１有」とした方に対して、「特別措置申請書」を現住所あて送付し

ます。この方は、必要事項を記入した特別措置申請書に必要書類を添えて、別途定め
る日までに提出していただきます。 
具体的な対応（試験時間の延長、別室の設定等）等については、内容確認後、改め

て通知します。 
 
(6) 「勤務先種別コード」欄 

１６ページのコード表から該当するコードを選んで記入してください。 
 
(7) 「勤務先所在地（現住所）コード」欄 

１７ページのコード表から該当のコードを選んで、記入してください。 
勤務先がある方は、勤務先の圏域・市町村コードを記入し、勤務先がない場合は、

現住所の圏域・市町村コードを記入してください。 



《記入例》 

 
- 11 - 

                                           ①実務経験証明書が確定している場合 

 平成３０年度山口県介護支援専門員実務研修受講試験受験申込書 

 山 口 県 知 事          様 ※ 申 込 番 号 ※ 受 験 番 号 
 
申込年月日 平成30年(2018年)７月１日  １８－１－ １８－１－ 

ふりがな かい  ご   た  ろう 生年 
月日 

昭和 ・ 平成( ５６ )年 

西暦 １９８１年１２月２日 氏  名 介 護 太 郎 

現 住 所     
〒 7   5   3 － 8   5   0   1  

  山口 
都道

府県  山口 し

市 

郡          滝町１－１ 

  資格コード
平成30年10月 
13日時点で該 
当する資格コ 
ード全てを○  
で囲むこと  
資格の免許証

等の写しを添

付すること 

  01 医師      02 歯科医師 

  03 薬剤師     04 保健師     06 助産師     07 看護師        09 准看護師     
  11 理学療法士   12 作業療法士   13 視能訓練士   14 義肢装具士   15 歯科衛生士    
  16 言語聴覚士    17 あん摩マッサージ指圧師         18 はり師       19 きゅう師    
 20 柔道整復師   21 栄養士(管理栄養士を含む。) 

  22 社会福祉士   23 介護福祉士   24 精神保健福祉士 

 31 生活相談員  32 支援相談員  33 相談支援専門員  34 主任相談支援員 

  実務経験証明書  １ 確定   ２ 見込み   ※ 

実

務

経

験

年

数

 

勤務先の名称 業務（見込）期間 業務従事日数    

① 特別養護老人ホーム○○苑 平成23年 5月15日～ 平成27年 3月31日( 3年10月) 851 日 

② ○○苑デイサービスセンター 平成27年 4月 1日～ 平成30年 6月30日( 3年 3月) 495 日 

③     年  月  日～     年  月  日(  年  月) 日 

④     年  月  日～     年  月  日(  年  月) 日 

⑤     年  月  日～     年  月  日(  年  月) 日 

       合    計                    （   ７ 年    1月 ） 1346 日 

身体障害等の有無 １ 有    ２ 無 
 左欄で「１ 有」とされた方のみ 
 受験に際しての配慮の必要の有無→ 

１ 有   ２ 無 

勤務先種別

コ ー ド     
1 0 4 

勤 務 先 
名   称 

     ○○苑デイサービスセンター 

勤 務 先 
所 在 地 

〒 7   5   5 － 1   1   1   1      電話 （０８３６）３１- １１１１ 

山口県 宇部市宇部○○１－１－１ 

勤務先所在地コード 
（現住所） 

圏域 ０ ６ 市町村 ２ ０ ２ 
※受験資格の有無  ※試験会場  

    
 

              山 口 県 収 入 証 紙 貼 付 欄                         

 

                                  (８,１００円） 

 

                 （収入印紙ではないので、注意すること） 

 

町 
 

連絡先電話（０８３）９２２－３１１１ 
携帯電話（０９０ ）ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ 
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                                               ②実務経験証明書が見込みの場合 

平成３０年度山口県介護支援専門員実務研修受講試験受験申込書 

 山 口 県 知 事          様 ※ 申 込 番 号 ※ 受 験 番 号 
 
申込年月日 平成30年(2018年)７月１日  １８－１－ １８－１－ 

ふりがな かい  ご   た  ろう 生年 
月日 

昭和 ・ 平成( ５６ )年 

西暦 １９８１年１２月２日 氏  名 介 護 太 郎 

現 住 所     
〒 7   5   3 － 8   5   0   1  

  山口 
都道

府県  山口 し

市 

郡          滝町１－１ 

  資格コード
平成30年10月 
13日時点で該 
当する資格コ 
ード全てを○  
で囲むこと  
資格の免許証

等の写しを添

付すること 

  01 医師      02 歯科医師 

  03 薬剤師     04 保健師     06 助産師     07 看護師        09 准看護師     
  11 理学療法士   12 作業療法士   13 視能訓練士   14 義肢装具士   15 歯科衛生士    
  16 言語聴覚士    17 あん摩マッサージ指圧師         18 はり師       19 きゅう師    
 20 柔道整復師   21 栄養士(管理栄養士を含む。) 

  22 社会福祉士   23 介護福祉士   24 精神保健福祉士 

 31 生活相談員  32 支援相談員  33 相談支援専門員  34 主任相談支援員 

  実務経験証明書  １ 確定   ２ 見込み   ※ 

実

務

経

験

年

数

 

勤務先の名称 業務（見込）期間 業務従事日数    

① 特別養護老人ホーム○○苑 平成25年 9月29日～ 平成27年 3月31日( 1年 6月) 300 日 

② ○○苑デイサービスセンター 平成27年 4月 1日～ 平成30年 9月30日( 3年 6月) 610 日 

③     年  月  日～     年  月  日(  年  月) 日 

④     年  月  日～     年  月  日(  年  月) 日 

⑤     年  月  日～     年  月  日(  年  月) 日 

       合    計                    （   5 年    0月 ）  910 日 

身体障害等の有無 １ 有    ２ 無 
 左欄で「１ 有」とされた方のみ 
 受験に際しての配慮の必要の有無→ 

１ 有   ２ 無 

勤務先種別

コ ー ド     
1 0 4 

勤 務 先 
名   称 

     ○○苑デイサービスセンター 

勤 務 先 
所 在 地 

〒 7   5   5 － 1   1   1   1      電話 （０８３６）３１- １１１１ 

山口県 宇部市宇部○○１－１－１ 

勤務先所在地コード 
（現住所） 

圏域 ０ ６ 市町村 ２ ０ ２ 
※受験資格の有無  ※試験会場  

    
 

              山 口 県 収 入 証 紙 貼 付 欄                         

 

                                  (８,１００円） 

 

                 （収入印紙ではないので、注意すること） 

 

 
 

町 
 

連絡先電話（０８３）９２２－３１１１ 
携帯電話（０９０ ）ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ 
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（表） 

写 真 票 

※ 受 験 番 号 

１８－１－ 
 

ふりがな かい  ご   た  ろう 

氏 名 介 護 太 郎 
  

写真欄 

 ・写真サイズ 

６cm×４cm 

 ・６か月以内に撮影 

 ・正面、上半身、無 

帽、無背景で撮影の

ものを貼付 

 

 ※申込時に写真のな

いものは受理しませ

ん。 

 

 

   （裏）      《記入例》  

（表） 

郵便はがき 

 

62 円 

切手貼付 

 

山口 
都道

府県 山口 
市 

郡        町 

滝町１－１ 

 介 護 太 郎            様 

 

〒753-8501 

山口県山口市滝町１－１ 

山口県健康福祉部 長寿社会課 

介護保険班 

℡ ０８３－９３３－２７７４ 

 

※ 住所、氏名をはっきり書いて、必ず 62 円切手を 

 貼ってください。 

  裏面の氏名欄も記入してください。 

 

（裏） 

平成３０年度山口県介護支援専門員 

実 務 研 修 受 講 試 験 受 験 票 

※ 受 験 番 号 

１８－１－ 
 
ふりがな  かい  ご  た   ろう 

氏 名 介 護 太 郎 

※ 

試験会場 

 

○印が試験会

場です。 

山口大学 吉田キャンパス 

（山口市吉田１６７７－１） 

１ 共通教育講義棟 

２ 経済学部 

試験日時 平成 30 年 10 月 14 日（日）午前 10：00～ 
 
※１ この受験票（ハガキ）には、氏名（ふりがな）を記入し

てください。なお、受験当日必ず持参してください。 

２ 筆記用具（HB の鉛筆又はシャープペンシル、消しゴ

ム）を忘れずに持参してください。 

３ 試験会場に時計はありませんので、必要な方は持参

してください。（時計代わりに携帯電話を使用することは認めません。）  

４ 試験当日は、午前９時３０分までに指定する試験室に

入室してください。 

 ９：３０～１０：００  受験注意 

１０：００～１２：００  試験 

 

 

７ ５ ３ － ８ ５ ０ １ 

２０１８年７月１日

撮影 

切

り
離

さ
な
い
こ
と 

  受験票送付の際、県の方で試験会場

を指定する(該当の会場を○で囲む)の

で、確認のこと（指定された試験会場

以外では受験できません。） 

必ず記入すること 
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○ 実務経験（見込）証明書記入例   

勤務先が複数にわたる場合は、受験申込書に記載した 

勤務先全てについて、提出すること。 
 

 

 

実務経験（見込）証明書 
 

                                                          平成 30年 6月 30日 

  山 口 県 知 事           様 
 
                                            施設又は事業所名  社会福祉法人 宇部会 

                                 代 表 者 氏 名    理事長 宇部太郎 印 

 

  下記の者の実務経験は、以下のとおりであることを証明します。 

 
氏      名   介 護 太 郎      （生年月日 昭和56 年12月 2日） 

 

施設又は事業所の 

所 在 地         

〒 755 - 1111             電話（0836） 31  - 1111  

山口県宇部市○○１－１－１  

施設又は事業所名         
①   特別養護老人ホーム ○○苑 

②   ○○苑デイサービスセンター 

業 務 期 間         
① 平成23 年 5 月15日 ～ 平成27 年 3 月 31日（ 3 年 10月） 

② 平成27 年 4 月 1日 ～ 平成30 年 6 月 30日（ 3 年  3月） 

うち業務に従事した日数 （①    851  日）＋（②    495  日）＝（    1346   日） 

業 務 内 容         

①   

特別養護老人ホーム 

生活相談員 

（社会福祉士） 

②   

老人デイサービスセンター 

介護職員 

（介護福祉士） 
    

（注） １ 業務期間欄は、実務経験被証明者が要援護者に対する対人の直接的な援助を行っていた期間を
記入すること。なお、１か月未満の端数は切り捨てること。 
２ 業務内容欄は、実務経験被証明者の本来業務について、施設種別等を具体的に、特別養護老人ホ
ーム、身体障害者療護施設、老人デイサービス事業のように記入すること。さらに、職名及び資格等を
具体的に、医業(医師)、○○施設生活相談員(社会福祉士)、老人○○センター介護職員(介護福祉
士)のように記入すること。 
３ 同一事業所で業務内容に変更のある場合は、業務内容ごとに記入すること。 
４ 勤務先が複数にわたる場合で、証明権限を有する者が同一のときは、一枚の証明書で証明すること
もできる。この場合は、それぞれの事業所等ごとの所在地、名称、期間及び業務内容を記入すること。 
５ 介護保険事業所等として都道府県の指定を受けたことにより、事業所等の名称が変更された場合、
全期間を現在の事業所等の名称で記載しても差し支えない。 
６ 証明内容を訂正した場合は、証明者の印を押すこと。修正液による修正は認められない。 
７ 見込証明でない場合は、表題の（見込）を二重線で消すこと。 
８ 見込証明の場合は、改めて証明書を提出する必要があるので、この用紙を必ず、コピーしておくこと。 

※業務内容欄の記入もれが
ないよう、お願いします。 

申込み時点で必要な実務経験年数を満
たしている場合、証明日以前の期間の
証明とすること。 
※申込み時点で必要な経験年数を満たして
いても、証明日より後の期間を証明してい
る場合は、見込み証明(15 ページ記入例)と
みなされますのでご注意ください） 

※私印ではなく、
代表者印（丸印） 

（職名） 

（資格） 

（職名） 

（資格） 

（施設種別等） 

（施設種別等） 
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○ 実務経験（見込）証明書記入例     

実務経験を見込で提出される場合は、見込み期間経過後、10月

30日（火）までに、改めて「実務経験(見込)証明書」を提出のこと。  

 

 

実務経験（見込）証明書 

 

                                                          平成 30年  7月  1日 

  山 口 県 知 事           様 
 
                                            施設又は事業所名  社会福祉法人 宇部会 

                                 代 表 者 氏 名    理事長 宇部太郎 印 

 

  下記の者の実務経験は、以下のとおりであることを証明します。 

 
氏      名   介 護 太 郎      （生年月日 昭和56 年12月 2日） 

 

施設又は事業所の 

所 在 地         

〒 755 - 1111             電話（0836） 31  - 1111 

山口県宇部市○○１－１－１  

施設又は事業所名         

①   特別養護老人ホーム ○○苑 

②   ○○苑デイサービスセンター 

業 務 期 間         
① 平成25 年 9 月29日 ～ 平成27 年 3 月 31日（ 1 年 6月） 

② 平成27 年 4 月 1日 ～ 平成30 年 9 月 30日（ 3 年 6月） 

うち業務に従事した日数 （①    300  日）＋（②    610  日）＝（    910   日） 

業 務 内 容         

①   

特別養護老人ホーム 

生活相談員 

 （社会福祉士） 

② 

  老人デイサービスセンター 

介護職員 

（介護福祉士） 
    

（注） １ 業務期間欄は、実務経験被証明者が要援護者に対する対人の直接的な援助を行っていた期間を
記入すること。なお、１か月未満の端数は切り捨てること。 
２ 業務内容欄は、実務経験被証明者の本来業務について、施設種別等を具体的に、特別養護老人ホ
ーム、身体障害者療護施設、老人デイサービス事業のように記入すること。さらに、職名及び資格等を
具体的に、医業(医師)、○○施設生活相談員(社会福祉士)、老人○○センター介護職員(介護福祉
士)のように記入すること。 
３ 同一事業所で業務内容に変更のある場合は、業務内容ごとに記入すること。 
４ 勤務先が複数にわたる場合で、証明権限を有する者が同一のときは、一枚の証明書で証明すること
もできる。この場合は、それぞれの事業所等ごとの所在地、名称、期間及び業務内容を記入すること。 
５ 介護保険事業所等として都道府県の指定を受けたことにより、事業所等の名称が変更された場合、
全期間を現在の事業所等の名称で記載しても差し支えない。 
６ 証明内容を訂正した場合は、証明者の印を押すこと。修正液による修正は認められない。 
７ 見込証明でない場合は、表題の（見込）を二重線で消すこと。 
８ 見込証明の場合は、改めて証明書を提出する必要があるので、この用紙を必ず、コピーしておくこと。 

※業務内容欄の記入もれが
ないよう、お願いします。 

申込み時点で必要な実務経験年
数を満たしていないが、試験日前
日までに満たす場合は、見込み
の実務経験証明となる（証明日よ
り後の期間を証明。最長試験日
前日まで）。 

※私印ではなく、
代表者印（丸印） 

（職名） 

（資格） 

（職名） 

（資格） 

（施設種別等） 

（施設種別等） 
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◎ 資格コード(平成３０年１０月１３日時点の状況） 

 医 師 ０１  歯 科 医 師 ０２  薬 剤 師 ０３  保 健 師 ０４ 

 助 産 師 ０６   看 護 師 ０７  准 看 護 師 ０９  理学療法士 １１ 

 作業療法士 １２  視能訓練士 １３   義肢装具士 １４   歯科衛生士 １５ 

 言語聴覚士 １６  あん摩マッサージ指圧師 １７    は り 師 １８ 

 き ゅ う 師 １９  柔道整復師 ２０  栄養士（管理栄養士を含む。) ２１ 

 社会福祉士 ２２  介護福祉士 ２３  精神保健福祉士 ２４ 

 生活相談員 ３１  支援相談員 ３２   相談支援専門員 ３３   主任相談支援員 ３４ 

 

◎ 勤務先種別コード 

 特別養護老人ホーム １０１ 

 養護老人ホーム １０２ 

 在宅介護支援センター １０３ 

 デイサービスセンター １０４ 

 その他の老人福祉施設 

 （例：老人短期入所施設、軽費老人ホーム 等） 
１０５ 

 その他の社会福祉施設 

 （例：グループホーム、小規模多機能 等） 
２０１ 

 介護療養型医療施設 ３０１ 

 歯科診療所 ３０２ 

 その他の医療機関 ３０３ 

 老人保健施設 ３０４ 

 訪問看護ステーション ３０５ 

 薬局 ３０６ 

 社会福祉協議会 ４０１ 

 行政機関（上記の福祉施設等を除く） ４０２ 

 民間事業所（上記の福祉施設等を除く） ５０１ 

 その他 

 （例：有料老人ﾎｰﾑ、ﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝ 等） 
６０１ 

 勤務先なし ９９９ 
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◎ 勤務先所在地（現住所）コード   

申し込み時点で、勤務先がない方は、現住所のコードを記載してください。 

市 町 村 圏     域 

 岩 国 市 ２０８ 和 木 町 ３２１    岩国圏域 

      ０１ 

 柳 井 市 ２１２ 周防大島町 ３０５ 上 関 町 ３４１ 

 田布施町 ３４３ 平 生 町 ３４４ 

  柳井圏域 

        ０２ 

 下 松 市 ２０７ 光 市 ２１０ 周 南 市 ２１５   周南圏域 

        ０３ 

 防 府 市 ２０６    防府圏域 

        ０４ 

 山 口 市 ２０３    山口圏域 

        ０５ 

 宇 部 市 ２０２ 美 祢 市 ２１３ 山陽小野田市 ２１６    宇部・小野田圏域 

        ０６ 

 下 関 市 ２０１   下関圏域 

        ０７ 

 長 門 市 ２１１   長門圏域 

        ０８ 

 萩 市 ２０４ 阿 武 町 ５０２   萩圏域 

        ０９ 

 県外     ９９９           １０ 
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（別紙１） 

 相談援助業務に従事する者の範囲 
  ※ なお、表中の「実務経験コード」については、事務処理上、記載しているものであり、受験申込書 

及び実務経験証明書に記載する欄はありません。 

 

実務経験 

コ ー ド 

資格ｺｰﾄﾞ 

(16 ﾍﾟｰｼﾞ) 

 

20001 31 

 
介護保険法（平成９年法律第 123 号）第８条第 11 項に規定する特 
定施設入居者生活介護にあっては、指定居宅サービス等の事業の人 
員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 37 号）第 
175 条第１項第１号に規定する生活相談員 

20002 

 

31 介護保険法第８条第 21 項に規定する地域密着型特定施設入居者生 
活介護にあっては、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及 
び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 34 号）第 110 条第 
１項第１号に規定する生活相談員 

20003 

 

31 

 

介護保険法第８条第 22 項に規定する地域密着型介護老人福祉施設 
入所者生活介護にあっては、指定地域密着型サービスの事業の人 
員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 34 号） 
第 131 条第１項第２号に規定する生活相談員 

20004 

 

31 

 
介護保険法第８条第27項に規定する介護老人福祉施設にあっては、 
指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成 
11 年厚生省令第 39 号）第２条第１項第２号に規定する生活相談員 

20005 32 

 

介護保険法第８条第28項に規定する介護老人保健施設にあっては、
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準
（平成 11 年厚生省令第 40 号）第２条第１項第４号に規定する支援
相談員 

20006 31 介護保険法第８条の２第９項に規定する介護予防特定施設入居者
生活介護にあっては、指定介護予防サービス等の事業の人員、設備
及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための
効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）
第 231 条第１項第１号に規定する生活相談員 

20007 33 

 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平
成 17 年法律第 123 号）第５条第 18 項に規定する計画相談支援にあ
っては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基
準（平成 24 年厚生労働省令第 28 号）第３条に規定する相談支援専
門員 

20008 33 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の２の２第７項に規
定する障害児相談支援にあっては、児童福祉法に基づく指定障害児
相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働
省令第 29 号）第３条に規定する相談支援専門員 

20009 34 生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号）第２条第２項に 
規定する生活困窮者自立相談支援事業にあっては、生活困窮者自立 
支援事業等の実施について（平成 27 年 7 月 27 日社援発 0727 第 2 
号厚生労働省社会・援護局長通知）の別紙（別添１）自立相談支援 
事業実施要領３（２）アに規定する主任相談支援員 
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（別紙２） 
  社会福祉士の資格（資格コード２２（１６ページ））に基づき、当該資 
格に係る業務に従事したと認められる範囲 
 

  ※社会福祉士の登録日以降、次に掲げる施設・事業、職種で相談援助業務に従事した期間については、 
実務経験として認められます。 

社会福祉士及び介護福祉士法第２条において定める社会福祉士の業務「相談援助」と、同法第７条で定める 
社会福祉士試験を受験するために必要な実務経験の対象業務「相談援助」とが同じであることが示されている 
ため、社会福祉士の登録日以降、以下の表の施設種類において、右欄の職種として従事した期間は実務経験と 
して認められます。 
 

 ※ なお、表中の「実務経験コード」については、事務処理上、記載しているものであり、受験申込書 
及び実務経験証明書に記載する欄はありません。 

   
１、児童分野 

児童福祉法 
実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22001 
 

・児童相談所 
 

・児童福祉司  
・受付相談員  
・相談員  
・電話相談員  
・児童心理司、心理判定員  
・児童指導員  
・保育士  

22002 
 

・母子生活支援施設 ・母子支援員、母子指導員  
・少年指導員（少年を指導する職員）  
・個別対応職員  

22003 
 

・児童養護施設 ・児童指導員 
・保育士 
・個別対応職員 
・家庭支援専門相談員 
・職業指導員 
・里親支援専門相談員 

22004 
 

障害児入所施設   
・児童発達支援センター 
（障害児通所支援事業） 
   

・児童指導員 
・保育士 
・心理指導担当職員 
・児童発達支援管理責任者 

22005 
 

知的障害児施設 
・知的障害児施設 
・自閉症児施設（第一種、第二種） 

・児童指導員 
・保育士 

22006 
  

・知的障害児通園施設 ・児童指導員 
・保育士 

22007 
 

盲ろうあ児施設  
・盲児施設  
・ろうあ児施設  
・難聴幼児通園施設  

・児童指導員 
・保育士 

22008 
 

肢体不自由児施設 
・肢体不自由児施設 
・肢体不自由児通園施設 
・肢体不自由児療護施設 

・児童指導員 
・保育士 

22009 
 

・児童心理治療施設 
（旧：情緒障害児短期治療施設） 

・児童指導員 
・保育士 
・個別対応職員 
・家庭支援専門相談員 

22010 
 

・重症心身障害児施設 ・児童指導員 
・保育士 
・心理指導員（心理指導を担当する職員） 

22011 
 

・児童自立支援施設 ・児童自立支援専門員 
・児童生活支援員 
・個別対応職員 
・家庭支援専門相談員 
・職業指導員 

22012 
 

・児童家庭支援センター ・相談員 
（児童・母子家庭等に対し、福祉に関する相談・助言 

を行なう職員） 
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実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22013 
 

・障害児通所支援事業 
（児童発達支援センターを除く） 

・指導員     
・児童指導員     
・保育士     
・児童発達支援管理責任者   
・障害福祉サービス経験者  
※「障害福祉サービス経験者」とは、児童福祉法に基 

づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に 
関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 15 号）第 66 
条第1項第1号に定める障害福祉サービス経験者（高 
等学校の卒業者等であって、2 年以上障害福祉サービ 
スに係る業務に従事した者）をいい、「障害福祉サ 
ービス」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総 
合的に支援するための法律（平成17年法律第123号） 
第 5 条第 1項に規定する障害福祉サービスをいいま 
す。    

22014 ・障害児相談支援事業 ・相談支援専門員 
22015 
 

・乳児院 ・児童指導員 
・保育士 
・個別対応職員 
・家庭支援専門相談員 
・里親支援専門相談員 

22016 
 

指定発達支援医療機関  
・肢体不自由児施設支援  
・重症心身障害児施設支援 
（国立高度専門医療研究センター
及び独立行政法人国立病院機構
が設置する医療機関であって厚
生労働大臣が指定するもの） 
  

・児童指導員 
・保育士 

22017 
 

･児童自立生活援助事業を行なっ 
ている施設 

･相談援助業務を行なっている専任の指導員 

22018 
 

･地域子育て支援拠点事業を行な 
っている施設   

･相談援助業務を行なっている専任の職員 

 
その他 

実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22019 
 

･利用者支援事業を行なっている
施設 

･相談援助業務を行なっている専任の職員 

22020 
 

･児童デイサービス事業（障害児通
園事業） 

･相談援助業務を行なっている専任の職員（相談員） 

22021 
 

地域生活 
支援事業 

障害児等療育支援事
業を行なっている施
設 

･相談援助業務を行なっている専任の職員 

22022 ･心身障害児総合通園センター ･相談援助業務を行なっている専任の職員 

22023 子育て短期支援事業（短期入所生
活援助事業、夜間養護等事業） 
・乳児院、母子生活支援施設、児 
童養護施設、及び保育所等にお 
いて実施する事業 

･相談援助業務を行なっている専任の職員 

22024 母子家庭等就業・自立支援センタ
ー事業 
・一般市等就業・自立支援事業を 
行なっている施設 

・相談援助業務を行なっている専任の相談員 
 
 

22025 ・重症心身障害児（者）通園事業
を行なっている施設 

・児童指導員 
・保育士 

22026 ・スクールソーシャルワーカー活
用事業に基づく教育機関 

・スクールソーシャルワーカー 
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２、高齢者分野 
介護保険法 

実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められ
る職種 

22027 介護保険
施設 
 

・指定介護老人福祉施設（指定地域
密着型介護老人福祉施設を含む） 

・生活相談員 
 

・介護老人保健施設 ・支援相談員 
・相談指導員 

22028 ・地域包括支援センター ・包括的支援事業に係る業務を行なう職 
員（保健師等） 

  ※ただし、「包括的支援事業」のうち、 
一部の事業は、その実務経験をもっ 
て、受験することはできません。 

  （介護予防ケアマネジメント、総合相 
談支援事業、権利擁護業務、ケア 
マネジメント支援、認知症初期集 
中支援推進事業に限る） 

22029 指定特定施設入居者生活介護を行なう施設  
・指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行 
 なう施設 
・指定介護予防特定施設入居者生活介護を行な 
 う施設    を含む 

・生活相談員 
・計画作成担当者 

22030 指定通所介護を行なう施設  
・基準該当通所介護を行なう施設 
・指定地域密着型通所介護を行なう施設  
・指定介護予防通所介護を行なう施設  
・基準該当介護予防通所介護を行なう施設 
・通所型サービス（第一号通所事業）を行なう 

施設  
・指定認知症対応型通所介護を行なう施設 
・指定介護予防認知症対応型通所介護を行なう 
 施設     を含む 

・生活相談員 
・生活指導員 

22031 指定短期入所生活介護を行なう施設 
・基準該当短期入所生活介護を行なう施設 
・指定介護予防短期入所生活介護を行なう施設 
・基準該当介護予防短期入所生活介護を行なう 
 施設                              を含む 

・生活相談員 
・生活指導員 

22032 ・指定通所リハビリテーションを行なう施設 
（指定介護予防通所リハビリテーションを行な
う施設を含む） 

 ※介護老人保健施設において実施されている 
ものに限る。 

・支援相談員 

22033 ・指定短期入所療養介護を行なう施設 
（指定介護予防短期入所療養介護を行なう施設 
を含む） 

 ※介護老人保健施設において実施されている 
ものに限る。  

・支援相談員 

22034 ・指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行 
 なう施設 

・オペレーター 

22035 ・指定夜間対応型訪問介護を行なう施設 ・オペレーションセンター従事者 

22036 ・指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活 
介護を行なう施設 

・生活相談員 

22037 ・介護予防支援事業を行なっている事業所 ・担当職員 

22038 ・介護予防支援事業[ケアマネジメント]（第一 
号介護予防支援事業）を行なっている事業所 

 

・担当職員 

 
老人福祉法 

実務経験 
コ ー ド 施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22039 ・養護老人ホーム ・生活相談員 
・生活指導員 

22040 ・特別養護老人ホーム 
（地域密着型特別養護老人ホーム 
を含む） 

・生活相談員 
・生活指導員 

22041 

 

軽費老人ホーム 
・軽費老人ホーム（A型、B 型） 
・ケアハウス      を含む 

・生活相談員 
・生活指導員 

※「通所型サービス（第一号通所事
業）」のうち、事業者指定を受け
ていないもの等は、その実務経験
をもって受験することはできませ
ん。 
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実務経験 
コ ー ド 施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22042 ・老人福祉センター   
（特 A型、A 型、B 型）   

・相談・指導を行なう職員 

22043 ・老人短期入所施設 ・生活相談員 
・生活指導員 

22044 ・老人デイサービスセンター ・生活相談員 
・生活指導員 

22045 ・老人介護支援センター 
（在宅介護支援センター） 

・相談援助業務を行なっている専任の職員 

22046 ・有料老人ホーム ・生活相談員 

 
その他 

実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職
種 

22047 ・高齢者総合相談センター ・相談援助業務を行なっている専任の相談員 

22048 ・生活支援ハウス 
（高齢者生活福祉センター） 

・生活援助員 

22049 高齢者の安心な住まいの確保に資する事業 
・高齢者世話付住宅（シルバーハウジング） 
・多くの高齢者が居住する集合住宅 

等において実施する事業 

・相談援助業務を行なっている生活援助員 

22050 ・サービス付き高齢者向け住宅 ・相談援助業務を行なっている専任の職員 

 
 

３、障害者分野 

身体障害者福祉法 

実務経験 
コ ー ド 施設種類 

相談援助業務の実務経験として認められる職
種 

22051 ・身体障害者更生相談所 ・身体障害者福祉司 
・心理判定員 
・職能判定員 
・ケース・ワーカー 

22052 身体障害者福祉センター 
・身体障害者福祉センター（A 型、B型） 
・在宅障害者デイサービス施設（身体障 
 害者デイサービスセンター） 
・障害者更生センター 

・身体障害者に関する相談に応ずる職員 

22053 ・点字図書館 ・相談援助業務を行なっている専任の職員 

 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 
実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22054 ・精神保健福祉センター ・精神保健福祉相談員 
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている専任の職員） 
・精神科ソーシャルワーカー 
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている専任の職員） 

 

知的障害者福祉法 
実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22055 ・知的障害者更生相談所 ・知的障害者福祉司 
・心理判定員 
・職能判定員 
・ケース・ワーカー 

 

障害者総合支援法  

実務経験 
コ ー ド 施設種類 

相談援助業務の実務経験とし
て認められる職種 

22056 ・障害者支援施設 ・生活支援員 
・就労支援員 
・サービス管理責任者 

22057 ・地域活動支援センター ・指導員 

22058 ・福祉ホーム ・管理人 
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実務経験 
コ ー ド 施設種類 

相談援助業務の実務経験とし
て認められる職種 

22059 

 

身体障害者 
更生援護施設 

身体障害者更生施設 
・肢体不自由者更生施設 
・視覚障害者更生施設 
・聴覚・言語障害者更生施設 
・内部障害者更生施設 

・生活支援員 
・生活指導員 

・身体障害者療護施設 ・生活支援員 
・生活指導員 

・身体障害者授産施設 
（入所、通所、小規模通所） 

・生活支援員 
・生活指導員 

・身体障害者福祉工場 ・指導員 

22060 

 

精神障害者 
社会復帰施設 

・精神障害者生活訓練施設 ・精神障害者社会復帰指導員 
・精神障害者授産施設 
（入所、通所、小規模通所） 

・精神障害者社会復帰指導員 

・精神障害者福祉工場 ・精神障害者社会復帰指導員 
・精神障害者福祉ホーム ・管理人 

22061 

 

知的障害者 
援護施設 

・知的障害者更生施設 
（入所、通所） 

・生活支援員 
・生活指導員 

・知的障害者授産施設 
（入所、通所、小規模通所） 

・生活支援員 
・生活指導員 

・知的障害者通勤寮 
 

・生活支援員 
・生活指導員 

22062 

 

障害福祉 
サービス事業 
を行なう施設 

・療養介護を行なう施設 
 

・生活支援員 
・サービス管理責任者 

・生活介護を行なう施設 ・生活支援員 
・サービス管理責任者 

・自立訓練を行なう施設 
（機能訓練、生活訓練） 

・生活支援員 
・サービス管理責任者 

・就労移行支援を行なう施設 
（認定就労移行支援を含む） 

・生活支援員 
・就労支援員 
・サービス管理責任者 

・就労継続支援を行なう施設 
（A 型、B型） 

・生活支援員 
・サービス管理責任者 

22063 ・一般相談支援事業所 ・相談支援専門員 

22064 ・特定相談支援事業所 ・相談支援専門員 

22065 ・相談支援事業を行なう施設 ・相談支援専門員 

22066 障害福祉 
サービス事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

短期入所を行なう施設 
・身体障害者短期入所事業 
・知的障害者短期入所事業      を含む 

・相談援助業務を行なってい 
る専任の職員 

・重度障害者等包括支援を行なう施設 ・相談援助業務を行なってい 
る専任の職員 

・共同生活介護を行なう施設 ・相談援助業務を行なってい 
る専任の職員 

共同生活援助を行なう施設 
・精神障害者グループホーム 
・知的障害者グループホーム    を含む 

・相談援助業務を行なってい 
る専任の職員 

22067 地域生活 
支援事業 

・身体障害者自立支援事業を行なってい
る施設 

・相談援助業務を行なってい 
る専任の職員 

 ・日中一時支援事業を行なっている施設 ・相談援助業務を行なってい 
る専任の職員 

・障害者相談支援事業を行なっている施 
 設 

・相談援助業務を行なってい 
る専任の職員 

 

のぞみの園法 
実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22068 ・独立行政法人国立重度知的障害者総
合施設「のぞみの園」 

・相談援助業務を行なっている専任の指導員 
・相談援助業務を行なっている専任のケースワー 

カー 

 

発達障害者支援法 

実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22069 ・発達障害者支援センター ・相談支援を担当する職員 
・就労支援を担当する職員 
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障害者の雇用の促進等に関する法律 
実務経験 
コ ー ド 施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22070 ・広域障害者職業センター ・障害者職業カウンセラー 

22071 ・地域障害者職業センター ・障害者職業カウンセラー 
・職場適応援助者 

22072 ・障害者雇用支援センター ・障害者の雇用の促進等に関する法律第 28 条第 1 
号、第 2号及び第 7号に規定する業務を行なう職員 

22073 ・障害者就業・生活支援センター ・主任就業支援担当者 
・就業支援担当者 
・生活支援担当職員 

 

職業安定法 
実務経験 
コ ー ド 施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22074 ・公共職業安定所 ・精神障害者雇用トータルサポーター 

 

その他 

実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22075 ・知的障害者福祉工場 ・相談援助業務を行なっている専任の指導員 

22076 ・聴覚障害者情報提供施設 ・相談援助業務を行なっている専任の職員 

22077 ・精神障害者地域移行支援特別対 
策事業を行なっている施設 

・地域体制整備コーディネーター 
・地域移行推進員 

22078 ・精神障害者地域移行・地域定着 
支援事業を行なっている施設 

・地域体制整備コーディネーター 
・地域移行推進員 

22079 ・精神障害者アウトリーチ推進事 
業を行なっている施設 

・相談援助業務を行なっている専任の職員 
（医師、保健師、看護師、作業療法士その他医療法 
に規定する病院として必要な職員を除く） 

22080 ・アウトリーチ事業を行なってい 
る施設 

・相談援助業務を行なっている専任の職員 
（医師、保健師、看護師、作業療法士その他医療法 
に規定する病院として必要な職員を除く） 

22081 ・第 1号職場適応援助者助成金受 
給資格認定法人 

・第 1号職場適応援助者養成研修を修了した専任の 
職員であって、ジョブコーチ支援を行なっている者 

22082 ・訪問型職場適応援助に係る受給 
資格認定法人 

・訪問型職場適応援助者養成研修を修了した専任の 
職員であって、ジョブコーチ支援を行なっている者 

 
 

４、その他の分野 

地域保健法 
実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22083 ・保健所 ・精神保健福祉相談員 
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている専任の職員） 
・精神科ソーシャルワーカー 
（精神障害者に関する相談援助業務を行なっている専任の職員） 

 

医療法 
実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22084 ・病院・診療所 ・相談員（医療ソーシャルワーカー等） 
 次のアからエまでのすべての相談援助業務を行なっている専任の職員 
  ア 患者の経済的問題の解決、調整に係る相談援助 
  イ 患者が抱える心理的・社会的問題の解決、調整に係る相談援助 
  ウ 患者の社会復帰に係る相談援助 
  エ 以上の相談援助業務を行なうための地域における保健医療福祉の

関係機関、関係職種等との連携等の活動 
・退院後生活環境相談員 

 
生活保護法 

実務経験 
コ ー ド 施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22085 ・救護施設 ・生活指導員 

22086 ・更生施設 ・生活指導員 

22087 ・授産施設 ・指導員（作業指導員、職業指導員を除く） 
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実務経験 
コ ー ド 施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22088 ・宿所提供施設 ・指導員（作業指導員、職業指導員を除く） 

22089 ・被保護者就労支援事業を行なってい 
る事業所 

・就労支援員 

 

生活困窮者自立支援法 
実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22090 ・自立相談支援事業を行なっている自 
立相談支援機関 

・家計相談支援事業を行なっている事 
業所 

・主任相談支援員 
・相談支援員 
・就労支援員 
・家計相談支援員 

 

社会福祉法 
実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22091 ・福祉事務所 ・査察指導員（指導監督を行なう職員）  
・身体障害者福祉司（指導監督を行なう職員）  
・知的障害者福祉司（指導監督を行なう職員）  
・老人福祉指導主事（指導監督を行なう職員）  
・現業員・ケースワーカー  
・家庭児童福祉主事  
・専任の家庭相談員  
・面接相談員  
・専任の婦人相談員  
・専任の母子・父子自立支援員、専任の母子相談員  
・「セーフティネット支援対策等事業の実施について」 別添 1の 3  
（1）に規定する就労支援事業に従事する就労支援員  

・生活保護法第 55 条の 6第 1 項に規定する被保護者就労支援事業 
に従事する就労支援員  

22092 ・隣保館 ・相談援助業務を行なっている専任の指導職員 

22093 ・都道府県社会福祉 
協議会 
日常生活自立支
援事業（安心生活
基盤構築事業） 

・専門員 

22094 ・市（特別区を含む）
町村社会福祉協議
会 

・福祉活動専門員 
・相談援助業務を行なっている専任の職員（主として高齢者、身体 
障害者、知的障害者、精神障害者、児童その他要援護者に対する 
ものに限る） 

 

売春防止法 
実務経験 
コ ー ド 

施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22095 ・婦人相談所 ・相談指導員 
・判定員（心理・職能判定員） 
・専任の婦人相談員 

22096 ・婦人保護施設 ・生活指導員（入所者を指導する職員） 

 

母子及び父子並びに寡婦福祉法 
実務経験 
コ ー ド 施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22097 ・母子・父子福祉センター ・母子及び父子の相談を行なう職員、母子相談員（母子の 
相談を行なう職員） 

 

更生保護法 
実務経験 
コ ー ド 施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22098 ・地方更生保護委員会 ・保護観察官 

22099 ・保護観察所 ・保護観察官 
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更生保護事業法 
実務経験 
コ ー ド 施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22100 ・更生保護施設 ・補導主任 
・補導員 

 

労働者災害補償保険法 
実務経験 
コ ー ド 施設種類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 

22101 ・労災特別介護施設 ・相談援助業務を行なっている指導員 

 

その他 
実務経験 
コ ー ド 施設種類 

相談援助業務の実務経験として認められる職
種 

22102 ・地域福祉センター ・相談援助業務を行なっている専任の職員 

22103 ・就労支援事業を行なっている事業所 
（自立支援プログラム策定実施推進事業
実施要領に規定する事業） 

・就労支援員 

22104 ・ひきこもり地域支援センター ・ひきこもり支援コーディネーター 

22105 ・地域生活定着支援センター ・相談援助業務を行なっている専任の職員 

22106 ・ホームレス総合相談推進業務を行なっ 
ている事業所 

・相談援助業務を行なっている専任の相談員 

22107 ・ホームレス自立支援センター ・生活相談指導員 

22108 ・東日本大震災の被災者に対する相談援 
助業務を実施する事業所 

・相談援助業務を行なっている専任の職員 

22109 ・熊本地震の被災者に対する相談援助業 
務を実施する事業所 

・相談援助業務を行なっている専任の職員 

22110 ・自立相談支援機関（自立相談支援モデ 
ル事業） 

・家計相談支援モデル事業を行なってい 
る事業所 

・主任相談支援員 
・相談支援員 
・就労支援員 
・家計相談支援員 

 
 

５、現在廃止事業の分野 

※ 以下に掲げる事業・職種は、すでに廃止されていますが、過去において社会福祉士の資格に 

基づきこれらの事業に従事していた期間は、実務経験の対象になります。 

実務経験 
コ ー ド 施設・事業種類 

相談援助業務の実務経験として認め
られる職種 

22111 ・重度身体障害者更生援護施設 ・生活支援員 
・生活指導員 

22112 ・身体障害者福祉ホーム ・管理人 

22113 ・精神障害者地域生活支援センター ・精神障害者社会復帰指導員 

22114 ・経過的精神障害者地域生活支援センター事業を 
 行なっている施設（障害者自立支援法地域生活 
支援事業）〔平成 18 年 10 月～19 年 3月〕 

・相談援助業務を行なっている専任 
の職員 

22115 ・精神障害者退院促進支援事業を行なっている施 
 設 

・相談援助業務を行なっている専任 
の職員 

22116 ・知的障害者デイサービスセンター 
 

・指導員 
・生活指導員 
・相談援助業務を行なっている専任 

の職員 

22117 ・知的障害者福祉ホーム ・管理人 

22118 身体障害者相談支援事業 
（市町村障害者生活支援事業）   
・身体障害者更生施設   
・身体障害者療護施設   
・身体障害者福祉センター   
・身体障害者デイサービスセンター   
            等において実施する事業 
    
障害児相談支援事業、知的障害者相談支援事業 
（療育等支援施設事業）   
・知的障害児施設   
・知的障害児通園施設   

・相談援助業務を行なっている専任 
の職員 
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 ・自閉症児施設   
・盲ろうあ児施設   
・難聴幼児通園施設   
・肢体不自由児施設   
・肢体不自由児療護施設   
・肢体不自由児通園施設   
・重症心身障害児施設   
・知的障害者更生施設   
             において実施する事業  

 

22119 障害者デイサービスを行なう施設 
（障害自立支援法障害福祉サービス事業） 
・身体障害者デイサービス事業 
・知的障害者デイサービス事業 

を含む 

・相談援助業務を行なっている専任 
の職員 

22120 ・経過的デイサービス事業を行なっている施設 
（障害者自立支援法地域生活支援事業） 
 〔平成 18 年 10 月～19 年 3 月〕 

・相談援助業務を行なっている専任 
の職員 

22121 ・「障害者 110 番」運営事業を行なっている施設 ・相談援助業務を行なっている専任 
の相談員 

22122 知的障害者生活支援事業 
・知的障害者通勤寮 
・知的障害者更生施設 
・知的障害者授産施設 
・障害者能力開発施設 

において実施する事業 

・相談援助業務を行なっている専任 
の相談員 

22123 高齢者住宅等安心確保事業 
・高齢者世話付住宅（シルバーハウジング） 
・高齢者向け優良賃貸住宅 
・高齢者円滑入居賃貸住宅（登録住宅） 

等において実施する事業 
 
・高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活援
助員派遣事業 

（高齢者世話付住宅において実施する事業） 

・生活援助員 

22124 ・家庭支援電話相談（子ども・家庭 110 番）事業 
（中央児童相談所において実施する事業） 

・電話相談員 

22125 ・ヴィエトナム難民収容施設 
（日本赤十字社が設置するもの） 

・相談援助業務を行なっている専任 
の指導員 

22126 子ども家庭相談事業 
・児童センター 
・市に設置された児童館 

において実施する事業 

・相談援助業務を行なっている専任 
の相談員 

22127 乳幼児健全育成相談事業 
・保育所 
・乳児院 

において実施する事業 

・相談援助業務を行なっている専任 
の相談員 

22128 ・すこやかテレホン事業 
（青少年相談センターにおいて実施する事業） 

・相談援助業務を行なっている専任 
の相談員 

22129 ・知的障害者専門相談（法的助言・相談）事業 
（都道府県・指定都市等において実施する事業） 

・相談援助業務を行なっている専任 
の相談員 

22130 ・地域子育て支援センター事業を行なっている施設 ・相談援助業務を行なっている専任 
の職員 
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（別紙３） 

  介護福祉士の資格（資格コード２３（１６ページ））に基づき、当該資格
に係る業務に従事したと認められる範囲 

  ※介護福祉士の登録日以降、次に掲げる施設・事業、職種で、主たる業務が介護等の業務である者が、 

当該業務に従事した期間については、実務経験として認められます。 

（注意！）次に掲げる施設・事業、職種であっても、主たる業務が介護等の業務ではない場合は、該当 

しません。 

社会福祉士及び介護福祉士法第２条において定める介護福祉士の業務「介護等」と、同法第４０条で定める 
介護福祉士試験を受験するために必要な実務経験の対象業務「介護等」とが同じであることが示されているた 
め、介護福祉士の登録日以降、以下の表の施設・事業において、主たる業務が介護等である者が右欄の職種と 
して、当該業務に従事した期間については実務経験として認められる。 

   
※ なお、表中の「実務経験コード」については、事務処理上、記載しているものであり、受験申込書 
及び実務経験証明書に記載する欄はありません。 

 

１、児童分野 

児童福祉法関係の施設・事業 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業 

実務経験として認められる職種 

※ただし、主たる業務が介護等の業務の者に限る 

23001 
 

・知的障害児施設  
・自閉症児施設  
・知的障害児通園施設  
・盲児施設  
・ろうあ児施設  
・難聴幼児通園施設  
・肢体不自由児施設  
・肢体不自由児通園施設  
・肢体不自由児療護施設  
・重症心身障害児施設  
・重症心身障害児（者）通園事業 
・肢体不自由児施設又は重症心身障害
児施設の委託を受けた指定医療機関
（国立高度専門医療研究センター及
び独立行政法人国立病院機構の設置
する医療機関であって厚生労働大臣
の指定するもの）  

・児童発達支援  
・放課後等デイサービス  
・障害児入所施設  
・児童発達支援センター  

・保育士 
・介助員 
・看護補助者 
・指導員（児童発達支援） 
（ただし、「施設・事業の配置基準」などで「介 

護職員」が置かれている場合、実務経験にはな 
らない） 

・児童指導員 
（ただし、児童指導員（「保育士」で採用され、 

その後「児童指導員」となった者に限る） 
・障害福祉サービス経験者 
（放課後等デイサービス） 
（ただし、「施設・事業の配置基準」などで「介 

護職員」が置かれている場合、実務経験にはな 
らない） 

（高等学校の卒業者等であって、２年以上障害福 
祉サービスに係る業務に従事した者に限る） 

 
など入所者の保護に直接従事する職員 

 
 
 
 

 
23002 ・保育所等訪問支援 ・訪問支援員 

 
 

２、障害者分野 

障害者総合支援法関係の施設・事業 
※「障害者総合支援法の施設・事業」を実施している場合、当該施設・事業の適用を受ける前から、 
同等の施設・事業を継続的に行なっている場合は、その施設・事業を開始した時点から実務経験 
になります。 
・「非営利法人」→ 法人格取得以前の期間も対象 
・「営利法人」→ 法人格取得後の期間が対象       

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業 

実務経験として認められる職種 

※ただし、主たる業務が介護等の業務の者に限る 
（サ ービス管理責任者としての業務は対象外） 

23003 
 

・障害者デイサービス事業（平成 18 
年 9 月までの事業） 

・短期入所 
・障害者支援施設 

・介護職員  
・介助員（盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業） 
・寮母  
  

※「障害福祉サービス」とは、「障害者の日常 
生活及び社会生活を総合的に支援するための 
法律（平成 17 年法律第 123 号) 」第 5 条第 1 

項に規定する障害福祉サービス 



- 29 - 

 ・療養介護 
・生活介護 
・児童デイサービス 
・共同生活介護（ケアホーム） 
・共同生活援助（グループホーム） 
・自立訓練 
・就労移行支援 
・就労継続支援 
・知的障害者援護施設（知的障害者更 
生施設・知的障害者授産施設・知的 
障害者通勤寮・知的障害者福祉工場） 

・身体障害者更生援護施設（身体障害 
者更生施設・身体障害者療護施設・ 
身体障害者授産施設・身体障害者福 
祉工場） 

・福祉ホーム 
・身体障害者自立支援 
・日中一時支援 
・生活サポート 
・経過的デイサービス事業 
・盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 
・訪問入浴サービス 
・地域活動支援センター 
・精神障害者社会復帰施設（精神障害 
者生活訓練施設・精神障害者授産施 
設・精神障害者福祉工場） 

・在宅重度障害者通所援護事業（日本 
身体障害者団体連合会から助成を受 
けている期間に限る） 

・知的障害者通所援護事業（全日本手 
をつなぐ育成会から助成を受けてい 
る期間に限る） 

★次の 5 職種は「施設・事業の配置基準」などで 
「介護職員」が置かれている場合、実務経験に 
はならない）  

・保育士（児童デイサービス）  
・生活支援員  
・指導員（児童デイサービス・地域活動支援セン 

ター）  
・精神障害者社会復帰指導員（精神障害者社会復 

帰施設）  
・世話人（ 共同生活介護・共同生活援助）  

23004 
 

・居宅介護 
・重度訪問介護 
・行動援護 
・同行援護 
・外出介護（平成 18 年 9月までの事 
業） 

・移動支援事業 

・訪問介護員 
・ホームヘルパー 
・ガイドヘルパー 

 
 

 
 

３、高齢者分野 

老人福祉法・介護保険法関係の施設・事業 

※介護保険法の「指定居宅サービス」、「指定介護予防サービス」、「指定地域密着型サービス」、 

「指定地域密着型介護予防サービス」、「訪問型サービス（第 1号訪問事業）」、「通所型サービ 

ス（第 1 号通所事業）」を実施している場合、当該事業の適用を受ける前から、同等の事業を継続 

的に行なっている場合は、その事業を開始した時点から実務経験になります。 

・「指定通所リハビリテーション」を除く 

・「非営利法人」→ 法人格取得以前の期間も対象 

・「営利法人」→ 法人格取得後の期間が対象   

※「訪問型サービス（第 1号訪問事業）」、「通所型サービス（第 1号通所事業）」は、旧「指定介 

護予防訪問介護」、旧「指定介護予防通所介護」に係る基準の例による基準に従って事業を実施す 

るもので、「事業者指定」を受けているものが実務経験となります。 

     

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業 

実務経験として認められる職種 

※ただし、主たる業務が介護等の業務の者に限る 

23005 
 
 

・老人デイサービスセンター 
・指定通所介護（指定療養通所介護を含
む） 

・指定地域密着型通所介護 
・指定介護予防通所介護 
・通所型サービス（第 1 号通所事業） 

・介護職員 
・介護従事者 
・介護従業者 
・介助員 
・支援員（養護老人ホームのみ） 
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 ・指定認知症対応型通所介護  
・指定介護予防認知症対応型通所介護 
・老人短期入所施設   
・指定短期入所生活介護  
・指定介護予防短期入所生活介護 
・養護老人ホーム   
・特別養護老人ホーム   
・指定介護老人福祉施設  
・指定地域密着型介護老人福祉施設 
・軽費老人ホーム   
・ケアハウス   
・有料老人ホーム   
・指定小規模多機能型居宅介護  
・指定介護予防小規模多機能型居宅介護 
・指定複合型サービス   
・指定訪問入浴介護   
・指定介護予防訪問入浴介護  
・指定認知症対応型共同生活介護 
・指定介護予防認知症対応型共同生活介
護   

・介護老人保健施設   
・指定通所リハビリテーション  
・指定介護予防通所リハビリテーション 
・指定短期入所療養介護  
・指定介護予防短期入所療養介護 
・指定特定施設入居者生活介護  
・指定介護予防特定施設入居者生活介護 
・指定地域密着型特定施設入居者生活介
護   

・サービス付き高齢者向け住宅  

 

23006 ・指定訪問介護 
・指定介護予防訪問介護 
・訪問型サービス（第 1 号訪問事業） 
・指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
護 

・指定夜間対応型訪問介護 

・訪問介護員 
・ホームヘルパー 
（サービス提供責任者としての業務は対象外） 

 
 

４、その他の分野 

生活保護法関係の施設 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業 

実務経験として認められる職種 

※ただし、主たる業務が介護等の業務の者に限る 

23007 ・救護施設 
・更生施設 

・介護職員 
・介助員 

 

その他の社会福祉施設等 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業 

実務経験として認められる職種 

※ただし、主たる業務が介護等の業務の者に限る 

23008 ・地域福祉センター 
・隣保館デイサービス事業 
・独立行政法人国立重度知的障害者総
合施設のぞみの園 

・ハンセン病療養所 
・原子爆弾被爆者養護ホーム 
・原子爆弾被爆者デイサービス事業 
・原子爆弾被爆者ショートステイ事業 
・労災特別介護施設 

・介護職員 
・介護員 
・介助員 
・看護補助者 

23009 ・原爆被爆者家庭奉仕員派遣事業 ・原爆被爆者家庭奉仕員 
23010 ・家政婦紹介所(個人の家庭において、

介護等の業務を行なう場合に限る) 
・家政婦 

 

 

※「ハンセン病療養所」の看護補助者のうち、
空床時のベッドメーキングや検体の運搬など
間接的な業務のみに従事する方は対象とはな
りません。 
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病院または診療所 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業 

実務経験として認められる職種 

※ただし、主たる業務が介護等の業務の者に限る 

23011 ・病院 
・診療所 

・介護職員 
・看護補助者 
・看護助手 

 

５、介護等の便宜を供与する事業 

※下記表の①、②の基準該当サービスの場合、基準該当の適用を受ける前から、同等の事業 

を継続的に行なっている場合は、その事業を開始した時点から実務経験になります。 

・「非営利法人」→ 法人格取得以前の期間も対象 

・「営利法人」→ 法人格取得後の期間が対象 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業 

実務経験として認められる

職種 

※ただし、主たる業務が介

護等の業務の者に限る 
23012 ①介護保険法の基準該当居宅・介護予防サービス（指定事業 

所は除く） 
②障害者総合支援法の基準該当障害福祉サービス（指定事業 
 所は除く） 
③地方公共団体が定める条例・実施要綱等に基づく事業 
④以下の各サービスに準ずる事業 
 ・非営利法人が実施する介護保険法の指定（基準該当）居

宅、訪問型サービス（第 1号訪問事業）、通所型サービ
ス（第 1 号通所事業）、指定（基準該当）介護予防、指
定地域密着型、指定地域密着型介護予防の各サービスま
たは障害福祉サービス事業 

・介護職員 
・訪問介護員 

  【注意事項】 
   上表の③、④の事業には実務経験になる条件があります。（次の条件すべてに該当する必要があります。） 

  事業の範囲 対象者が「高齢者」「障害児・障害者」である。 

実施要綱・条例・定款等 「高齢者」「障害児・障害者」「福祉に関する・・・」等の記載がある。 

事業目的・事業概要 介護等の業務を行なうことが明記されている。 

職種 
業務分掌上「介護職員」「訪問介護員」等として配置され、主たる業務が 

介護等の業務である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※看護補助者のうち、空床時のベッドメーキン
グや検体の運搬など間接的な業務のみに従事
する方は対象とはなりません。 
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（別紙４） 

  精神保健福祉士の資格（資格コード２４（１６ページ））に基づき、当該
資格に係る業務に従事したと認められる範囲 

  ※精神保健福祉士の登録日以降、次に掲げる施設・事業、職種等で、主たる業務が精神障害者の社会復帰 

に関する相談援助業務である者が、当該業務に従事した期間については、実務経験として認められます。 

（注意！）次に掲げる施設・事業、職種等であっても、主たる業務が精神障害者の社会復帰に関する相 

談援助業務ではない場合は、該当しません。 

精神保健福祉士法第２条において定める精神保健福祉士の業務「相談援助」と、同法第７条で定める精神保 
健福祉士試験を受験するために必要な実務経験の対象業務「相談援助等」とが同じであることが示されている 
ため、精神保健福祉士の登録日以降、以下の表の施設・事業等において、主たる業務が精神障害者の社会復帰 

に関する相談援助業務の者が、右欄の職種（例）として業務に従事した期間は実務経験として認められます。 
 
 ※ なお、表中の「実務経験コード」については、事務処理上、記載しているものであり、受験申込書 

及び実務経験証明書に記載する欄はありません。 

 

１、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会復帰に

関する相談援助業務の者に限る 

24001 
 

・精神科病院    ・精神科ソーシャルワーカー    
・医療ソーシャルワーカー    
・臨床心理技術者     
・その他     

24002 ・精神保健福祉センター ・精神保健福祉相談員 
・精神科ソーシャルワーカー 
・心理判定員 
・臨床心理技術者 
・その他 

 

２、児童福祉法 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24003 ･障害児通所支援事業を行な
う施設（児童デイサービスで
あった期間を含む） 

児童発達支援 ・専任で相談援助業務に従事する職員 
・その他 放課後等デイ 

サービス 

24004 ・乳児院 
・児童養護施設 
・福祉型障害児入所施設（知的障害児施設・知 
的障害児通園施設であった期間を含む） 

・児童心理治療施設（旧：情緒障害児短期治療
施設） 

・児童指導員 
・保育士 
・児童発達支援管理責任者 
・その他 

24005 ・児童相談所 ・児童福祉司 
・受付相談員 
・相談員 
・電話相談員 
・児童心理司 
・児童指導員 
・保育士 
・その他 

24006 ・母子生活支援施設 

 

・母子支援員 
・少年を指導する職員 
・その他 

24007 ・障害児相談支援事業を行なう施設 ・相談支援専門員 
・その他 

24008 ・児童自立支援施設 ・児童自立支援専門員 
・児童生活支援員 
・その他 

24009 ・児童家庭支援センター ・職員 
・その他 
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３、地域保健法 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24010 ・保健所 
・市町村保健センター   

・精神保健福祉相談員 
・精神科ソーシャルワーカー 
・心理判定員 
・臨床心理技術者 
・その他     

 
 

４、医療法 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24011 ・病院 
（精神病床を有するもの又は精神科もしくは
心療内科を広告しているものに限る） 

・診療所 
（精神病床を有するもの又は精神科もしくは
心療内科を広告しているものに限る） 

・精神科ソーシャルワーカー 
・医療ソーシャルワーカー 
・臨床心理技術者 
・その他 
    

 
 

５、生活保護法 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24012 ・救護施設 
・更生施設 

・生活指導員 
・その他    

 
 

６、地方自治体 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24013 ・市役所の精神障害者に対してサービスを提
 供する部署 
・区役所の精神障害者に対してサービスを提
 供する部署 
・町村役場の精神障害者に対してサービスを
 提供する部署  

・精神保健福祉相談員 
・精神科ソーシャルワーカー 
・心理判定員 
・その他    

 
 

７、社会福祉法 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24014 ・福祉事務所 ・査察指導員 
・身体障害者福祉司 
・知的障害者福祉司 
・老人福祉指導主事 
・現業員 
・家庭児童福祉主事 
・専任の家庭相談員 
・面接員に相当する職員 
・婦人相談員 
・母子自立支援員 
・その他   

24015 ・市町村社会福祉協議会 ・福祉活動専門員 
・その他   
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８、知的障害者福祉法 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24016 ・知的障害者更生相談所 ・知的障害者福祉司 
・心理判定員 
・職能判定員 
・ケース・ワーカー 
・その他   

 
 

９、法務省設置法 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24017 ・保護観察所 ・社会復帰調整官 
・保護観察官 
・その他   

 
 

１０、障害者の雇用の促進等に関する法律 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24018 ・広域障害者職業センター ・障害者職業カウンセラー 
・その他  

24019 ・地域障害者職業センター ・障害者職業カウンセラー 
・職場適応援助者 
・その他   

24020 ・障害者就業・生活支援センター ・主任就業支援担当者 
・就業支援担当者 
・生活支援担当職員 
・その他  

 
 

１１、更生保護事業法 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24021 ・更生保護施設 ・補導主任 
・補導員 
・その他 

 
 

１２、発達障害者支援法 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24022 ・発達障害者支援センター ・相談支援を担当する職員 
・就労支援を担当する職員 
・その他 
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１３、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法） 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24023 障害福祉サ
ービス事業 

・生活介護 
・自立訓練 
・就労移行支援 
・就労継続支援 

・生活支援員 
・就労支援員 
・サービス管理責任者 
・その他 

・短期入所 
・重度障害者等包括支援 
・共同生活援助（共同生活 
介護であった期間を含む） 

・専任で相談援助業務に従事する職員 
・その他 

24024 ・一般相談支援事業を行なう施設（相談支援
 事業を行なう施設であった期間を含む） 
・特定相談支援事業を行なう施設（相談支援 
 事業を行なう施設であった期間を含む） 

・相談支援専門員 
・その他 

24025 ・障害者支援施設 ・生活支援員 
・就労支援員 
・サービス管理責任者 
・その他 

24026 ・地域活動支援センター ・指導員 
・その他 

24027 ・福祉ホーム ・管理人 
・その他 

 
 

１４、改正前の法律 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24028 ・精神障害者地域生活援助事業を行なう施設 ・世話人 
・その他 

24029 ・精神障害者社会復帰施設 ・精神障害者社会復帰指導員 
・管理人 
・その他 

24030 ・知的障害者援護施設 ・生活支援員 
・生活指導員 
・その他 

24031 ・児童デイサービス ・専任で相談援助業務に従事する職員 
・その他 

 
 

１５、その他指定施設に準ずる施設 

実務経験 

コ ー ド 
施設・事業等 

実務経験として認められる職種の例 

※ただし、主たる業務が精神障害者の社会

復帰に関する相談援助業務の者に限る 

24032 ・精神障害者地域生活支援センター ・精神障害者社会復帰指導員 
・その他 

24033 ・精神障害者地域移行支援特別対策事業 ・地域体制整備コーディネーター 
・地域移行推進員 
・その他 

24034 ・スクールソーシャルワーカー活用事業を行
なう施設 

・スクールソーシャルワーカー 
・その他 

24035 ・ホームレス自立支援事業を実施する施設 ・生活相談指導員 
・その他 

 
 
 
 
 
 



（別表）

区分 大項目 中項目 小項目

一
この法律その他関係法
令に関する科目

1. 基本視点 1. 介護保険制度導入の背景 1
高齢化の進展と高齢者を取り巻く
状況の変化

1 長寿・高齢化の進展

2 高齢化の進展に伴う要介護高齢者の増加

3 介護の長期化・重度化

4 家族の介護機能の低下

5 個人の人生にとっての介護問題

6 家族にとっての介護問題

7 社会にとっての介護問題

2 従来の制度の問題点 1 老人福祉制度

2 老人医療制度

3 制度間の不整合

3 社会保険方式の意義 1 我が国の社会保障制度のあり方

2 給付と負担の関係の明確性

3 利用者の選択の尊重

4 介護保険制度創設のねらい 1 介護という新たな課題への対応

2 効率的、公平な制度の創設

3 サービス利用者の立場に立った制度体系

4 民間活力の活用

5 高齢者の被保険者としての位置づけ

2. 介護保険と介護支援サービス － －

2. 介護保険制度論 1. 介護保険制度論 1 介護保険制度の目的等 1 社会保障、社会保険、介護保険の体系

2 医療保障の体系

3 高齢者の保健・医療・福祉の体系

4 介護保険制度の目的

5 保険事故と保険給付の基本的理念

6 国民の努力および義務

2
保険者及び国、都道府県の責務
等

1 保険者

2 保険者の事務

3 介護保険の会計

4 条例

5 国の責務、事務

6 都道府県の責務、事務

7 医療保険者および年金保険者の事務

8 審議会

3 被保険者 1 被保険者の概念

2 強制適用

3 被保険者の資格要件

4 住所認定の基準

5 適用除外

6 資格取得の時期

7 資格喪失の時期

8 届出

9 住所地特例

10 被保険者証

4 保険給付の手続・種類・内容 1 要介護認定および要支援認定

2 要介護認定等の手続

3 介護認定審査会

4 保険給付通則

5 保険給付の種類

6 保険給付の内容

7 介護報酬

8 支給限度額

9 現物給付

10 審査・支払い

11 利用者負担

12 保険給付の制限

「介護支援専門員実務研修受講試験の試験問題出題範囲」

介護保険法別表の科目

- 36 -



区分 大項目 中項目 小項目介護保険法別表の科目

5 事業者及び施設 1 指定居宅サービス事業者

（人員、施設及び設備並びに運 2 指定居宅介護支援事業者

　営に関する基準を含む。） 3 介護支援専門員

4 指定介護予防サービス事業者

5 指定介護予防支援事業者

6 指定地域密着型サービス事業者

7 指定地域密着型介護予防サービス事業者

8 基準該当サービスの事業者

9 離島等における相当サービスの事業者

10 介護保険施設

6 介護保険事業計画 1 基本指針

2 老人保健福祉計画、医療計画との関係

3 市町村介護保険事業計画

4 都道府県介護保険事業支援計画

7 保険財政 1 財政構造

2 事務費

3 その他の補助

4 第１号被保険者に係る保険料

5
介護給付費交付金および介護給付費納付
金

6 第２号被保険者に係る保険料

7 支払基金の業務

8 財政安定化基金等 1 財政安定化基金事業

2 市町村相互財政安定化事業

9 地域支援事業 1 介護予防・日常生活支援総合事業等

2 包括的支援事業

3 その他の事業

4 財源構成

10 介護サービス情報の公表 1 介護サービス情報の公表の内容

2 指定調査機関

3 指定情報公表センター

11
国民健康保険団体連合会の介護
保険事業関係業務

1 審査・支払い

2 給付費審査委員会

3 苦情処理等の業務

4 第三者行為求償事務

5 その他の業務

12 審査請求 1 概説

2 審査請求ができる事項

3 介護保険審査会

4 委員

5 審理裁決を扱う合議体

6 専門調査員

7 訴訟との関係

13 雑則 1 報告の徴収等

2 先取特権の順位

3 時効等

4 資料の提供等

14 検討規定（附則） －

二 3.
ケアマネジメント機
能論

1 ケアマネジメント機能論 1
介護保険制度におけるケアマネジ
メント

1
介護保険におけるケアマネジメントの定義
と必要性

2
介護保険におけるケアマネジメント機能の
位置づけ

3
介護保険でのサービス利用手続きの全体
構造と介護支援サービス

2
ケアマネジメントの基本的理念、
意義等

1
要介護者等とその世帯の主体性尊重の仕
組み

2
自立支援、多様な生活を支えるサービスの
視点

3 家族（介護者）への支援の必要性

4
保健・医療・福祉サービスを統合したサービ
ス調整の視点

居宅サービス計画、施
設サービス計画及び介
護予防サービス計画に
関する科目

- 37 -



区分 大項目 中項目 小項目介護保険法別表の科目

5
サービスの展開におけるチームアプローチ
の視点

6
適切なサービス利用（効果性、効率性）の
視点

7
保健・医療・福祉サービス（保険給付サービ
ス等）とインフォーマルサポートを統合する
社会資源調整の視点

3 介護支援専門員の基本姿勢 －

4 介護支援専門員の役割・機能 1 利用者本位の徹底

2
チームアプローチの実施－総合的判断と
協働

3
居宅サービス計画に基づくサービス実施状
況のモニタリングと計画の修正

4
サービス実施体制におけるマネジメントの
情報提供と秘密保持

5 信頼関係の構築

6 社会資源の開発

5 ケアマネジメントの記録 －

2. 介護支援サービス方法論 1
居宅介護支援サービスの開始過
程

－

2
居宅サービス計画作成のための
課題分析

－

3 居宅サービス計画作成指針 －

4
モニタリングおよび居宅サービス
計画での再課題分析

－

3. 介護予防支援サービス方法論 1
介護予防支援サービスの開始過
程

－

2
介護予防サービス計画作成のた
めの課題分析

－

3 介護予防サービス計画作成指針 －

4
モニタリングおよび介護予防サー
ビス計画での再課題分析

－

4. 施設介護支援サービス方法論 1
施設介護支援サービスの開始過
程

－

2
施設サービス計画作成のための
課題分析

－

3 施設サービス計画作成指針 －

4
モニタリングおよび施設サービス
計画での再課題分析

－

三 4.
高齢者支援展開論
（高齢者介護総論）

1. 総論Ⅰ 医学編 1
高齢者の身体的・精神的な特徴と
高齢期に多い疾病および障害

1 高齢者の身体的・精神的・心理的特徴

2
高齢者に起こりやすい疾病および障害の
特徴

3 高齢者に多くみられる各種の疾患

2
バイタルサインの正確な観察・測
定、解釈・分析

1 全身の観察とバイタルサイン

2
バイタルサインの正しい観察・測定方法と
ポイント

3
検査の意義およびその結果の把
握、患者指導

1 検査値の変動について

2 検査各論

4 介護技術の展開 1 身体介護と家事援助の関連

2 食事の介護

3 排泄および失禁の介護

介護給付等対象サー
ビスその他の保健医療
サービス及び福祉サー
ビスに関する科目
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区分 大項目 中項目 小項目介護保険法別表の科目

4 褥瘡への対応

5 睡眠の介護

6 清潔の介護

7 口腔のケア

5 ケアにおけるリハビリテーション 1 リハビリテーションの考え方

2 リハビリテーションの基礎知識

3
リハビリテーションの実際（訓練と援助の実
際）

6 認知症高齢者の介護 1 老人性認知症の特徴、病態

2
認知症高齢者・家族への援助と介護支援
サービス

7 精神に障害のある場合の介護 1 高齢者の精神障害

2 精神に障害のある高齢者の介護

8
医学的診断・治療内容・予後の理
解

1 医学的診断の理解

2 治療内容の理解

3 予後の理解

9
現状の医学的問題、起こりうる合
併症、医師、歯科医師への連絡・
情報交換

1 現状の医学的問題のとらえ方

2 起こりうる合併症の理解

3 医師、歯科医師への連絡・情報交換

10 栄養・食生活からの支援・介護 1 人間らしい栄養・食生活とは

2 栄養・食生活からの介護の手順

3
望ましい栄養・食生活をめざして提示され
ている食生活指針等

11
呼吸管理、その他の在宅医療管
理

1 呼吸管理の考え方

2 その他の在宅医療管理

12 感染症の予防 1 感染症の種類と特徴

2 起こりやすい感染症の予防と看護・介護

13
医療器具を装着している場合の
留意点

1 在宅酸素療法（ＨＯＴ）

2 気管内挿管

3 人工呼吸器

4 腹膜透析

5 在宅中心静脈栄養法

6 内視鏡的胃瘻造設術（ＰＥＧ）

7 ペースメーカー

14 急変時の対応 1 高齢者救急疾患の病態上の特徴

2 主な急変時の対応

3 在宅看護・介護で遭遇しやすい急変

15 健康増進・疾病障害の予防 1 基本理念

2 生活習慣病の予防

3 がん

4 循環器疾患

5 糖尿病

6 骨粗しょう症

7
21世紀における国民健康づくり運動（健康
日本21）

2． 総論Ⅱ　福祉編 1 基礎相談・面接技術 1 基本姿勢

2 コミュニケーションの知識と技術

3 インテークワーク技術

4 隠されたニーズの発見

2
ソーシャルワークとケアマネジメン
ト（介護支援サービス）

－

3
ソーシャルワーク（社会福祉専門
援助技術）の概要

1 個別援助技術（ソーシャルケースワーク）

2 集団援助技術（ソーシャルグループワーク）

3 地域援助技術（コミュニティワーク）

4 接近困難事例への対応 1 援助困難事例への対応

2 接近困難事例と問題状況の分類

3 接近困難事例の理解とアプローチ
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区分 大項目 中項目 小項目介護保険法別表の科目

3. 総論Ⅲ　 臨死編 1
チームアプローチの必要性および
各職種の役割

－

2
高齢者のターミナルケアの実際、
家族へのケア

1 事例の概要

2 在宅での看取りの成立条件

3 在宅ホスピスにおける症状緩和

4 死の教育

5 在宅ホスピスとＱＯＬ

3 死亡診断 1 死亡に医師が立ち会っているとき

2 医師が立ち会っていないとき

3 精神面からみたターミナルケア

5.
高齢者支援展開論
（居宅サービス事業
各論）

1. 訪問介護方法論 1 訪問介護の意義・目的 －

2 訪問介護サービス利用者の特性 －

3 訪問介護の内容・特徴 －

4 介護支援サービスと訪問介護 －

2. 訪問入浴介護方法論 1 訪問入浴介護の意義・目的 －

2 訪問入浴介護利用者の特性 －

3 訪問入浴介護の内容・特徴 －

4
介護支援サービスと訪問入浴介
護

－

3． 訪問看護方法論 1 訪問看護の意義・目的 －

2 訪問看護サービス利用者の特性 －

3 訪問看護の内容・特徴 －

4 介護支援サービスと訪問看護 －

4. 訪問リハビリテーション方法論 1
訪問リハビリテーションの意義・目
的

－

2
訪問リハビリテーションサービス
利用者の特性

－

3
訪問リハビリテーションの内容・特
徴

－

4
介護支援サービスと訪問リハビリ
テーション

－

5. 居宅療養管理指導方法論 1 医学的管理サービスの意義・目的 －

2
医学的管理サービス利用者の特
性

－

3
介護支援サービスと医学的管理
サービス

－

4
口腔管理―歯科衛生指導の意
義・目的

－

5
口腔管理―歯科衛生指導利用者
の特性

－

6
介護支援サービスと口腔管理ー
歯科衛生指導

－

7 薬剤管理指導の意義・目的 －

8 薬剤管理指導利用者の特性 －

9
介護支援サービスと薬剤管理指
導

－

6. 通所介護方法論 1 通所介護の意義・目的 －

2 通所介護サービス利用者の特性 －

3 通所介護の内容・特徴 －

4 介護支援サービスと通所介護 －

7. 通所リハビリテーション方法論 1
通所リハビリテーションの意義・目
的

－

2
通所リハビリテーションサービス
利用者の特性

－

3
通所リハビリテーションの内容・特
徴

－
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4
介護支援サービスと通所リハビリ
テーション

－

8. 短期入所生活介護方法論 1 短期入所生活介護の意義・目的 －

2
短期入所生活介護サービス利用
者の特性

－

3 短期入所生活介護の内容・特徴 －

4
介護支援サービスと短期入所生
活介護

－

9. 短期入所療養介護方法論 1 短期入所療養介護の意義・目的 －

2
短期入所療養介護サービス利用
者の特性

－

3 短期入所療養介護の内容・特徴 －

4
介護支援サービスと短期入所療
養介護

－

10. 特定施設入居者生活介護方法論 1
特定施設入居者生活介護の意
義・目的

－

2
特定施設入居者生活介護サービ
ス利用者の特性

－

3
特定施設入居者生活介護の内
容・特徴

－

4
介護支援サービスと特定施設入
居者生活介護

－

11. 福祉用具及び住宅改修方法論 1 福祉用具の意義・目的 －

2
福祉用具利用者の特性および福
祉用具の機能、使用法

－

3 福祉用具の内容・特徴 －

4 介護支援サービスと福祉用具 －

5 住宅改修の意義・目的 －

6
住宅改修利用者の特性および住
宅改修の機能、使用法

－

7 住宅改修の内容・特徴 －

8 介護支援サービスと住宅改修 －

6. 1. 1
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護の意義・目的

－

2
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護の利用者の特性

－

3
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護の内容・特徴

－

2. 夜間対応型訪問介護方法論 1
夜間対応型訪問介護の意義・目
的

－

2
夜間対応型訪問介護の利用者の
特性

－

3
夜間対応型訪問介護の内容・特
徴

－

3. 地域密着型通所介護方法論 1
地域密着型通所介護の意義・目
的

－

2
地域密着型通所介護の利用者の
特性

－

3
地域密着型通所介護の内容・特
徴

－

4. 認知症対応型通所介護方法論 1
認知症対応型通所介護の意義・
目的

－

2
認知症対応型通所介護の利用者
の特性

－

3
認知症対応型通所介護の内容・
特徴

－

5. 小規模多機能型居宅介護方法論 1
小規模多機能型居宅介護の意
義・目的

－

2
小規模多機能型居宅介護の利用
者の特性

－

3
小規模多機能型居宅介護の内
容・特徴

－

高齢者支援展開論
（地域密着型サービ
ス事業各論）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
方法論
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6. 認知症対応型共同生活介護方法論 1
認知症対応型共同生活介護の意
義・目的

－

2
認知症対応型共同生活介護の利
用者の特性

－

3
認知症対応型共同生活介護の内
容・特徴

－

7.
地域密着型特定施設入居者生活介護
方法論

1
地域密着型特定施設入居者生活
介護の意義・目的

－

2
地域密着型特定施設入居者生活
介護の利用者の特性

－

3
地域密着型特定施設入居者生活
介護の内容・特徴

－

8. 1
地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護の意義・目的

－

2
地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護の利用者の特性

－

3
地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護の内容・特徴

－

9. 1 複合型サービスの意義・目的 －

2 複合型サービスの利用者の特性 －

3 複合型サービスの内容・特徴 －

7.
高齢者支援展開論
（介護予防サービス
事業各論）

1. 介護予防訪問入浴介護方法論 1
介護予防訪問入浴介護の意義・
目的

－

2
介護予防訪問入浴介護利用者の
特性

－

3
介護予防訪問入浴介護の内容・
特徴

－

4
介護予防支援サービスと介護予
防訪問入浴介護

－

2. 介護予防訪問看護方法論 1 介護予防訪問看護の意義・目的 －

2
介護予防訪問看護サービス利用
者の特性

－

3 介護予防訪問看護の内容・特徴 －

4
介護予防支援サービスと介護予
防訪問看護

－

3．
介護予防訪問リハビリテーション方法
論

1
介護予防訪問リハビリテーション
の意義・目的

－

2
介護予防訪問リハビリテーション
サービス利用者の特性

－

3
介護予防訪問リハビリテーション
の内容・特徴

－

4
介護予防支援サービスと介護予
防訪問リハビリテーション

－

4. 介護予防居宅療養管理指導方法論 1 医学的管理サービスの意義・目的 －

2
医学的管理サービス利用者の特
性

－

3
介護予防支援サービスと医学的
管理サービス

－

4
口腔管理―歯科衛生指導の意
義・目的

－

5
口腔管理―歯科衛生指導利用者
の特性

－

6
介護支予防援サービスと口腔管
理ー歯科衛生指導

－

7 薬剤管理指導の意義・目的 －

8 薬剤管理指導利用者の特性 －

9
介護予防支援サービスと薬剤管
理指導

－

5.
介護予防通所リハビリテーション方法
論

1
介護予防通所リハビリテーション
の意義・目的

－

2
介護予防通所リハビリテーション
サービス利用者の特性

－

3
介護予防通所リハビリテーション
の内容・特徴

－

4
介護予防支援サービスと介護予
防通所リハビリテーション

－

地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護方法論

複合型サービス方法論
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6. 介護予防短期入所生活介護方法論 1
介護予防短期入所生活介護の意
義・目的

－

2
介護予防短期入所生活介護サー
ビス利用者の特性

－

3
介護予防短期入所生活介護の内
容・特徴

－

4
介護予防支援サービスと介護予
防短期入所生活介護

－

7. 介護予防短期入所療養介護方法論 1
介護予防短期入所療養介護の意
義・目的

－

2
介護予防短期入所療養介護サー
ビス利用者の特性

－

3
介護予防短期入所療養介護の内
容・特徴

－

4
介護予防支援サービスと介護予
防短期入所療養介護

－

8.
介護予防特定施設入居者生活介護方
法論

1
介護予防特定施設入居者生活介
護の意義・目的

－

2
介護予防特定施設入居者生活介
護サービス利用者の特性

－

3
介護予防特定施設入居者生活介
護の内容・特徴

－

4
介護予防支援サービスと介護予
防特定施設入居者生活介護

－

9.
介護予防福祉用具及び介護予防住宅
改修方法論

1 介護予防福祉用具の意義・目的 －

2
介護予防福祉用具利用者の特性
および介護予防福祉用具の機
能、使用法

－

3 介護予防福祉用具の内容・特徴 －

4
介護予防支援サービスと介護予
防福祉用具

－

5 介護予防住宅改修の意義・目的 －

6
介護予防住宅改修利用者の特性
および介護予防住宅改修の機
能、使用法

－

7 介護予防住宅改修の内容・特徴 －

8
介護予防支援サービスと介護予
防住宅改修

－

8.

高齢者支援展開論
（地域密着型介護
予防サービス事業
各論）

1.
介護予防認知症対応型通所介護方法
論

1
介護予防認知症対応型通所介護
の意義・目的

－

2
介護予防認知症対応型通所介護
の利用者の特性

－

3
介護予防認知症対応型通所介護
の内容・特徴

－

2.
介護予防小規模多機能型居宅介護方
法論

1
介護予防小規模多機能型居宅介
護の意義・目的

－

2
介護予防小規模多機能型居宅介
護の利用者の特性

－

3
介護予防小規模多機能型居宅介
護の内容・特徴

－

3.
介護予防認知症対応型共同生活介護
方法論

1
介護予防認知症対応型共同生活
介護の意義・目的

－

2
介護予防認知症対応型共同生活
介護の利用者の特性

－

3
介護予防認知症対応型共同生活
介護の内容・特徴

－

9.
高齢者支援展開論
（介護保険施設各
論）

1.
指定介護老人福祉施設サービス方法
論

1
指定介護老人福祉施設の意義・
目的

－

2
指定介護老人福祉施設サービス
利用者の特性

－

3
指定介護老人福祉施設の内容・
特徴

－

2. 介護老人保健施設サービス方法論 1 介護老人保健施設の意義・目的 －

2
介護老人保健施設サービス利用
者の特性

－

3
指定介護老人保健施設の内容・
特徴

－
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3.
指定介護療養型医療施設サービス方
法論

1
指定介護療養型医療施設の意
義・目的

－

2
指定介護療養型医療施設サービ
ス利用者の特性

－

3
指定介護療養型医療施設の内
容・特徴

－

4
老人性認知症疾患療養病棟の意
義・目的

－

5
老人性認知症疾患療養病棟利用
者の特性

－

6
老人性認知症疾患療養病棟の特
徴・内容

－

4. 介護医療院サービス方法論 1 介護医療院の意義・目的 －

2
介護医療院サービス利用者の特
性

－

3 介護医療院の内容・特徴 －

10.
高齢者支援展開論
（社会資源活用論）

1.
公的サービスおよびその他の社会資
源導入方法論

1
自立支援のための総合的ケア
ネットワークの必要性

－

2
社会資源間での機能や役割の相
違

－

3
フォーマルな分野とインフォーマル
な分野の連携の必要性

－

四
要介護認定及び要支
援認定に関する科目

11.
要介護・要支援認
定特論

1. 要介護認定の流れ 1 要介護認定基準について －

2 認定調査 －

3 主治医意見書 －

4 一次判定の概略 －

5
介護認定審査会における二次判
定の概略

－

2. 一次判定の仕組み 1
要介護認定等基準時間の推計の
考え方

－

2
要介護認定等基準時間の算出方
法

－

3. 二次判定の仕組み 1 二次判定の基本的方法 －

2
介護認定審査会における審査・判
定の手順

－

3 二次判定のポイント －

（注）この表に掲げる項目は、介護保険法、関連法令に規定されたもの及びその関連通知で基礎的な知識及び技能を有することの確認のために必要な

　　　内容を含むものとする。
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介護支援専門員実務研修受講試験Ｑ＆Ａ 

 

 

 Ｑ１ 島根県内の施設で、受験資格対象業務に従事しています。 

    受験申込日現在、山口県在住ですが、受験地はどちらですか。 

 

Ａ１ 受験地は、受験申込日現在の勤務地によって決まります。 

    山口県で受験が可能なのは、受験申込日現在、              

     ①山口県内の事業所等で、受験資格対象業務に従事している場合、もしくは、 

     ②受験資格対象業務に従事していないが山口県在住の場合です。     

    島根県内で受験資格対象業務に従事している場合は、島根県受験となります。 

 

 

 

 Ｑ２ 看護師として４月１日に採用され勤務していますが、免許証に記載された免 

   許交付日が４月１５日の場合、実務経験として、いつから算入できますか。 

 

Ａ２ 国家資格等に基づく業務は、全て資格の登録年月日以降から、算入します。 

したがって、Ｑ２の場合、看護業務の実務経験として算入できるのは、４月

１５日からとなります。 

なお、登録日以前から准看護師の資格を持って看護業務を行っている場合は、

 看護師の免許証と合わせて准看護師の免許証を提出すれば、算入できます。 

 

 

 

 Ｑ３ 看護師として５年間、看護業務を行ってきましたが、その間に１年間、育児 

   休業を取得しました。この期間の取り扱いはどうなりますか。 

 

Ａ３ 育児休業、病気休業、介護休業等の期間については、従事期間の算入対象とは

なりません。 

ただし、産前産後休暇は従事期間の算入対象となります。  
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 Ｑ４ 保健師の免許を持ち、看護学校で５年間、講師を行っていました。 

   実務経験として算入できますか。 

 

Ａ４ 国家資格を有していても、教育業務、研究業務、事務、営業など要援護者に対

する直接的な対人援助を行っていない期間は、実務経験として算入できません。 

 

 

 

 Ｑ５ 栄養士の免許を持ち、民間企業の社員食堂で献立作成や調理をしていました。 

   実務経験として算入できますか。 

 

Ａ５ 栄養士の業務は、栄養指導に従事する者とされています。献立作成やメニュー

開発、調理業務、食器衛生管理は要援護者に対する直接的な対人援助業務でない

ため、実務経験として算入できません。  

 

 

 

 Ｑ６ 栄養士の免許を持ち、民間企業の営業部において粉ミルクの商品販売業務を行

い、必要によって病院等で調乳方法の指導を行っています。 

   実務経験として算入できますか。 

 

Ａ６ 主たる業務が商品販売を目的とした営業業務であり、要援護者に対する直接的

な対人援助業務でないため、実務経験として算入できません。  

 

 

 

 Ｑ７ 介護福祉士の資格を持ち、病院で看護補助（介護）業務に従事しています。実

務経験として算入できますか。 

 

Ａ７ 病院等において看護補助の業務に従事している場合であって、その主たる業務

が介護等の業務である場合は、実務経験として算入できます。 

なお、ベッドメーキングや看護用品の整頓など間接的な業務、血圧測定補助な

ど医療業務補助は、実務経験として算入できません。  
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 Ｑ８ 介護福祉士の資格を有していますが、複数の介護事業所で介護職員として、勤

務しています。この場合、従事期間及び従事日数の取り扱いはどうなりますか。 

 

Ａ８ 同一の期間内に複数の事業所で勤務しているような場合には、重複している従

事期間は通算できませんが、従事日数は算入することができます。 

ただし、１日に２か所で勤務しているような場合の従事日数は１日としてしか

算入されません。同一の期間内に複数の事業所で勤務している場合は、「実務経

験証明書」の他に、「従事日数内訳証明書」にそれぞれの事業所より証明を受け

て、実務経験証明書とあわせて提出してください。重複して勤務している日を確

認した上で、実勤務日数を確定します。 

 

 

 

 Ｑ９ 介護福祉士の資格を有していますが、訪問介護員として勤務しています。業務

は生活援助ですが、現場では必要によって身体介護も行っています。 

実務経験として算入できますか。 

 

Ａ９ 主たる業務が生活援助の場合は、算入できません。主たる業務が身体介護に従

事している場合のみ実務経験算入可能です。 

この場合、従事者の主観ではなく、業務報告書などの客観的な資料により介護

業務として証明がとれる場合に限られますので、ご注意ください。  

 

 

 

 Ｑ１０ 保健師の資格を持ち、市役所の介護保険課の非常勤職員として介護保険の認

定調査員をしています。実務経験として算入できますか。 

 

Ａ１０ 認定調査業務は、要援護者に対する直接的な対人援助ではないため、実務経

験として算入できません。 
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 Ｑ１１ 個人開業で鍼灸院を営んでいます。 

        実務経験証明書の証明はどうすればよいですか。 

 

Ａ１１ 個人開業のように、証明者と受験申込者が同一の場合には、本人が発行する

実務経験証明書とあわせて、保健所等が発行する開業許可証、開設届等（開

設地・開設年月日のわかる書類）の写しを添付してください。 

 

 

 

 Ｑ１2 介護福祉士の登録証を紛失し、現在再発行申請中のため、受験申込みまでに

間に合いません。どうすればよいですか。 

  

Ａ１2 発行元が再発行申請書を受け取ったことを証する書類（受理証等）の写し等

を添付してください。 

なお、試験は『見込み』での受験申込みになりますので、登録証が届いたら、

すみやかに、その写しを簡易書留郵便にて提出してください。提出期限までに

書類の提出がなかった場合は、受験資格を満たさなかったものとして、受験は

無効になりますので、ご注意ください。 

（提出期限は、平成３０年１０月３０日（火））  

 

 

 

 Ｑ１３ 資格取得後、姓が変わったため、受験申込書と免許証に記載された姓が異な

っています。どうすればよいですか。 

 

Ａ１３ 婚姻等により、受験申込書と各種提出書類の姓が異なっている場合には、そ

の経過がわかる戸籍抄本（原本・６か月以内発行のもの）を添付してくださ

い。 
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 Ｑ１４ 以前に山口県介護支援専門員実務研修受講試験を受験しました。今年度の

試験で「実務経験証明書」の提出を省略することができますか。 

 

Ａ１４ 平成３０年度から受験資格等が変更となった（経過措置が満了した）ため、

過去に、山口県に「実務経験証明書」(※「見込み」ではなく、確定したもの)を提

出し、受験票の交付を受けた方であっても、「実務経験証明書」の提出は省略

できません。必ず、提出してください。 

 

 

 Ｑ１５ 介護に関する業務であれば、すべて「介護福祉士の資格に基づく業務」と考

えてよいですか。 

 

 Ａ１５ 介護に関する業務であればすべてが「介護福祉士の業務」に該当するという

わけではありません。 

「介護福祉士の資格に基づく業務（以下、「介護福祉士の業務」という）は 

社会福祉士及び介護福祉士法の第２条において「介護等」として定義されてい 

ますが、介護福祉士試験の受験資格を規定する第４０条においても、同じ定義 

の「介護等」という用語が用いられており、「介護福祉士の業務」は、「介護 

福祉士試験を受験するために必要な３年以上の実務経験の対象業務」と同じで 

あることが示されています。 

よって、（別紙３：２８～３１ページ）の介護福祉士試験受験資格に該当す 

る業務以外は、介護福祉士の業務とは認められません。 

【注意！】（別紙３：２８～３１ページ）に掲げる職種であっても、主たる業 

務が介護等の業務に従事していなければ、介護福祉士の業務とは認められませ 

ん。 

 

また、同様に、社会福祉士については（別紙２：１９～２７ページ）の社会 

福祉士試験受験資格に該当する業務以外は、社会福祉士の業務とは認められま 

せん。 

 

なお、精神保健福祉士についても、（別紙４：３２～３５ページ）の精神保 

    健福祉士試験受験資格に該当する業務以外は、精神保健福祉士の業務とは認め 

    られません。 

【注意！】（別紙４：３２～３５ページ）に掲げる職種（例）であっても、主 

たる業務が精神障害者の社会復帰に関する相談援助業務に従事していなけれ 

ば、精神保健福祉士の業務とは認められません。 
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実務経験証明書の記入についてＱ＆Ａ 

 

 

Ｑ１ 事業所の欄が２箇所しか記入できませんが、それ以上ある場合は、どうすれば

よいですか。 

Ａ１ 証明権限を有する者が同一の場合（経営者が同じ）は、欄を適宜増やすか、コ

ピーして２枚以上になっても結構です。 

  なお、経営者が違う場合は、必ず、必要部数をコピーして、それぞれから証明

をもらってください。 

 

Ｑ２ 証明内容で、記入を誤った場合、どのように訂正すればよいですか。 

Ａ２ 訂正箇所には、必ず、二重線を引き、証明者の印（訂正印 ※私印ではなく

代表者印）を押してください。修正液による修正は認められません。 

 

Ｑ３ 現在も勤務している場合の業務期間の書き方はどうすればよいですか。 

Ａ３ 見込みで申し込む場合は、受験資格を満たす期間までが記載されていれば、結

構です。 

  また、確定で申し込む場合は、証明日まで、又はそれ以前の日までの期間を記

入してください。 

  もし、証明日以降の期間で記載されている場合は、すべて見込み証明として扱

うことになり、再度、証明書の提出が必要になるので、注意してください。 

 

Ｑ４ 業務に従事した日数とは、どう考えるのですか。 

Ａ４ 実際に受験資格の対象となる業務を行った日数で、休日、年次有給休暇、その

他休暇や出張、研修等は、参入できません。 

 

Ｑ５ 姓が変わったため、受験申込書と証明に記載された姓が異なっています。どう

すればよいですか。 

Ａ５ 受験申込書と各種提出書類の姓が異なっている場合には、その経過がわかる戸

籍抄本（原本・６か月以内発行のもの）を添付してください。 
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                                                                      参 考 

介護支援専門員の養成について 
 

 介護支援専門員とは …… 

要介護者等からの相談に応じ、要介護者等の心身の状況に応じた適切なサービ

スが利用できるよう、市町村や居宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調

整等を行う者 

 

  〔主たる業務〕 

・居宅サービス計画、施設サービス計画の作成からサービスの継続的な把握と

評価に至る一連の介護支援サービス 

・サービスの実績管理等の給付管理 

《介護支援専門員養成の流れ》 

 

受験資格：保健・医療・福祉分野で合計５年以上の実務経験を有する者 

 

 

 試験目的 ： 実務研修を行うに際して、事前に、介護保険制度、要介護認定、居宅サービス 

  計画等に関する必要な専門知識等を有していることを確認するため 

 実施主体 ： 県 

 

 実務研修受講試験に合格しても、実務研修を修了しなければ、介護支援専門員資格を

取得できません。 
 

 

 内  容 ： 介護支援サービス（ケアマネジメント）等 

 方  法 ： 演習・実習方式 

実施主体: 一般社団法人山口県介護支援専門員協会 

 実施時期 ： 平成３０年１２月以降 

 研修時間 ： ８７時間程度 

 ※研修の実施予定については、県のホームページ「かいごへるぷやまぐち」にも掲載します
ので、そちらをご覧ください。 

 

介護支援専門員資格登録簿への登録・介護支援専門員証の交付 

 

居宅介護支援事業所又は介護保険施設において介護サービス計画作成等に従事 

 

【養成対象者】 

【実務研修受講試験】 

【実務研修】 
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☆受験申込みチェックリスト☆ 

送付される前にもう一度、確認してください。 

区 分 チ ェ ッ ク 内 容               

受験申込書 

□ 実務経験年数・業務従事日数は５年かつ９００日に足りていま

すか。 
 

□ 「実務経験年数」の合計欄は記入されていますか。 

 
 
□ 山口県収入証紙(８，１００円分)は貼付されましたか。 

 （収入印紙ではありません。） 

□ 記入もれはありませんか。 

（記入もれの多い箇所：「申込年月日」、「身体障害等の有無」） 

写 真 票      □ 写真の下欄の、「撮影年月日」は記入されていますか。 

受 験 票      
□ ６２円切手は貼付されましたか。 
 

□ 表・裏面とも、住所・氏名等必要事項が記入されていますか。 

実 務 経 験      

証 明 書      

□ 証明権限を有する者が作成していますか。訂正箇所がある場合は、

そこにも証明者の印（訂正印）が押してありますか。 

 

□ 「業務期間」、「うち業務に従事した日数」、「業務内容」が正確

に記載されていますか。（記載されていない証明書は無効）。 

添 付 書 類      

□ 国家資格等をお持ちの方は、免許証、登録証等の写しがあります

か。（試験の合格証、合格通知書は不可） 
・結婚等により免許証等の姓が現在の姓と違う場合は戸籍抄本が必要です。 

・免許証等に裏書きがあるときは、裏面のコピーも必ず付けてください。 

・コピーする際は、必ずＡ４サイズ（受験申込書と同じサイズ）に統一してくだ

さい（Ｂ４サイズの免許証等は、Ａ４サイズに縮小のこと）。 

 

※ 現在、看護師や管理栄養士の資格を有している場合でも、実務経験証

明書で証明されている期間に、准看護師や栄養士の資格により勤務した

期間が含まれている場合は、両方の免許証の写しを添付してください。 

 

□ その他、必要書類はもれなくありますか（７ページ参照）。 

※ 郵送の場合は、必ず簡易書留 にて送付してください。 

受験申込書が届いたかどうかについて、電話によるお問い合わせには応じられ

ませんので御了承ください。 



至山口 至新山口 

試 験 会 場 案 内 図                      

                              

 《 山口大学 吉田キャンパス 》 

山口市吉田１６７７－１ 

  試験会場及びその周辺商店等への自動車の乗り入れや無断 

 駐車は厳禁です。 

   ＪＲ・バス等の公共交通機関を利用してください。 

 
  

        
        銀行 ●下湯田バス停             ●湯田温泉バス停 

                               県道 204号（旧国道９号） 

下湯田バス停● 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホテル 

   ●湯田温泉バス停 

    

  

  

 

 

  

         

 
 

             

             

                

 

 

 

         平川バイパス                              

 

 

 

 

  

山口大学前● 

バス停 
 
  

             ●山口大学前バス停 

 

 

 

  JR湯田温泉駅から徒歩２５分。 

  湯田温泉バス停からバス１０分。 

 

 

  試験会場及びその周辺に駐車はできません。車での送迎も御遠慮ください。 

椹野川 

湯田温泉駅 

 

 



 

実務経験（見込）証明書 
（平成３０年度試験用） 

                                                               年  月  日 
 

  山 口 県 知 事           様 

 

                                            施設又は事業所名 

                                 代 表 者 氏 名                         印 
 

  下記の者の実務経験は、以下のとおりであることを証明します。 

 
氏      名 （生年月日     年  月  日） 

 

施設又は事業所の 

所 在 地         

〒                       電話（    ）    -     

 

施設又は事業所名         

① 

② 

業 務 期 間         

①     年  月  日～     年  月  日（  年  月） 

②     年  月  日～     年  月  日（  年  月） 

うち業務に従事した日数 （①        日）＋（②        日）＝（         日） 

業 務 内 容         

①  

②   

    

（注） １ 業務期間欄は、実務経験被証明者が要援護者に対する対人の直接的な援助を行っていた期間を
記入すること。なお、１か月未満の端数は切り捨てること。 
２ 業務内容欄は、実務経験被証明者の本来業務について、施設種別等を具体的に、特別養護老人ホ
ーム、身体障害者療護施設、老人デイサービス事業のように記入すること。さらに、職名及び資格等を
具体的に、医業(医師)、○○施設生活相談員(社会福祉士)、老人○○センター介護職員(介護福祉
士)のように記入すること。 
３ 同一事業所で業務内容に変更のある場合は、業務内容ごとに記入すること。 
４ 勤務先が複数にわたる場合で、証明権限を有する者が同一のときは、一枚の証明書で証明すること
もできる。この場合は、それぞれの事業所等ごとの所在地、名称、期間及び業務内容を記入すること。 
５ 介護保険事業所等として都道府県の指定を受けたことにより、事業所等の名称が変更された場合、
全期間を現在の事業所等の名称で記載しても差し支えない。 
６ 証明内容を訂正した場合は、証明者の印を押すこと。修正液による修正は認められない。 
７ 見込証明でない場合は、表題の（見込）を二重線で消すこと。 

８ 見込証明の場合は、改めて証明書を提出する必要があるので、この用紙を必ず、コピーしておくこと。 

 

※ 受験案内１４～１５ページの記入例、５０ページのＱ＆Ａを参照してください。 

（施設種別等） 

（施設種別等） 

（職名） 

（資格） 

（職名） 

（資格） 



 

平成３０年度山口県介護支援専門員実務研修受講試験 

受験申込書等の提出方法について 

 

 

受験申込みに必要な書類は、下記住所あて原則として郵送（必ず簡易書留とする

こと）してください（郵便局窓口において郵送手続をしてください）。 

 

 

 

 

 

 

受付期間、受験申込書の提出先及び受験申込みに必要な書類については、必ず平

成３０年度山口県介護支援専門員実務研修受講試験受験案内を確認してください。 

 

 

（表）                 （裏） 

  
 
 
 
 

山
口
市
滝
町
１
番
１
号 

      
 

 

山
口
県
健
康
福
祉
部 

長
寿
社
会
課 

介
護
保
険
班 

行 
   
 
 
 
 
 
 
 
 

介
護
支
援
専
門
員
受
験
申
込
み 

 

 
 
 
 
 
 
 

簡
易
書
留 

７５３－８５０１ 

 

（受験申込書等の提出先） 

〒７５３－８５０１ 山口市滝町１－１ 

山口県健康福祉部 長寿社会課 介護保険班 

         

住
所 

○
○
○
○
○
○
○
○ 

氏
名 

○
○
○
○
○ 

朱書きして

ください 

角形２号封筒 


